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I 検討事項 
陸上無線通信委員会は、情報通信審議会諮問第 2009号「小電力の無線システムの高度化に

必要な技術的条件」（平成 14 年 9 月 30 日諮問）のうち、「60GHz 帯の周波数の電波を利用す

る無線設備の高度化に係る技術的条件」について検討を行った。 

 

II 委員会及び作業班の構成 
 陸上無線通信委員会及び下部検討作業グループの構成は図１のとおりである。 

 なお、検討の促進を図るため、本委員会の下に 60GHz 帯無線設備作業班を設置して検討

を行った。 

委員会の構成員については別表１のとおりであり、作業班の構成員については別表２の

とおりである。 

   

図１ 陸上無線通信委員会及び 60GHz帯無線設備作業班の構成図 

 

III 検討経過 

１ 陸上無線通信委員会での検討 

(1) 第 15回（平成 26年 11月 11日） 

60GHz 帯無線設備の高度化に係る技術的条件の検討開始報告。作業班の運営方針、検討の

進め方及びスケジュール等について確認。検討の進め方については、委員会内の意見を取り

まとめ、作業班に送付した。 

 

(2) 第 17回（平成 27年 2月 3日） 

これまでの作業班での検討状況を中間報告するとともに、今後の検討課題及びスケジュー

ルについて検討された。 

 

(3) 第 20回（平成 27年 4月 9日） 

 作業班で取りまとめられた陸上無線通信委員会報告(案)についての検討を行った。また、

報告書(案)について、平成 27年４月 18日から同年５月 22日までの間、パブリックコメント

を募集することとなった。 

 

(4) 第 23回（平成 27年 6月 11日） 
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パブリックコメントの結果、２件の意見提出があり、それら意見をふまえ、委員会報告

を取りまとめた。 

 

 

２ 60GHz帯無線設備作業班での検討 

(1) 第 1回（平成 26年 11月 21日） 

作業班運営方針、作業班での検討の進め方、今後のスケジュールについて確認を行った。 

 

(2) 第 2回（平成 26年 12月 19日） 

60GHz 帯無線設備の新たな利活用方策の検討及び現在の利用状況の確認を行い、干渉検

討の進め方及び昨年度実施の技術試験事務について検討を行った。 

 

(3) 第 3回（平成 27年 1月 23日） 

被干渉システムとの干渉検討、空中線電力等の検討及び増力した場合の電波防護指針と

の適合性の検討を行った。 

 

(4) 第 4回（平成 27年 2月 20日） 

60GHz 帯無線システムの技術的条件について、検討を行った。 

 

(5) 第 5回（平成 27年 3月 6日） 

60GHz 帯無線システムの技術的条件について、検討を行った。 

 

(6) 第 6回（平成 27年 3月 20日）  

60GHz 帯無線設備の高度化に係る技術的条件に関し、電波防護指針との適合 について及

び 60GHz帯無線設備の測定方法について検討を行い、報告書の取りまとめを行った。 
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IV 検討概要 
第１章 60GHz帯無線システムの概要 
１－１ 検討の背景 

 

60GHz 帯無線システムは、衛星放送等の映像伝送システムやビル間通信等の用途として平

成 12 年に電気通信技術審議会で答申され、今日に至るまで様々なシステムにおいて利用がな

されている。 

 今般、ブロードバンドコンテンツのリッチ化に伴い、2.4GHz 帯や 5GHz 帯といった周波数

は無線 LAN 等の用途によりひっ迫してきており、効率的な利用やより高い周波数の移行が望

まれてきているところ、利用可能な周波数帯が広い点、世界的な免許不要周波数帯であると

いう点から、60GHz帯が近距離大容量通信用の周波数帯として注目されている。 

国際的には、60GHz帯を利用する高速データ通信規格である IEEE802.11ad/WiGigの標準化

が完了し、2016 年にも認証がスタートする予定となっており、今後 11ad/WiGig 対応のチッ

プは大きな普及が見込まれるところである。 

本検討は、こうした国際的な動向や利用ニーズなどをふまえ、60GHz 帯無線システムの技

術的条件の見直しを行うものである。 

 

 

１－２ 60GHz帯無線システムの現状 

 

60GHz 帯無線システムの中でも、ギガビット級の超高速データ通信を狙った無線システム

の標準化及び応用開発は 2007年頃から活発化し、2009年に Wireless HD規格に準拠した 60GHz

帯無線システムを搭載した薄型テレビが発売され、60GHz帯無線システムの HD画像の非圧縮

伝送という民生応用が加速された。一方、より汎用的な PC応用を目指した業界団体として

Wireless Gigabit Alliance(以下 WiGigアライアンス)が 2009年に設立され、ここで策定さ

れた WiGig規格を基にした IEEE802.11ad規格は、2013年 12月に規格化策定作業が完了した。

また、WiGigアライアンスと無線 LANの相互接続認証団体である Wi-Fiアライアンスとの間

で、相互接続認証作業での協力関係を締結し、2013年には WiGigアライアンスが Wi-Fiアラ

イアンスに統合されることになり、Wi-Fiアライアンスが WiGig規格として 2016 年には認証

プログラムを開始することを発表した。このことから、60GHz帯無線システムは

IEEE802.11ad/WiGig規格を中心に、今後大きな普及が期待されている。 

WiGig 規格に対応した 60GHz帯無線システムは、現在複数のベンダにより製品化が進めら

れており、デル社(米国)では WiGig規格を活用した 60GHz通信モジュールを内蔵したノート

PC とドッキングステーションをすでに発売している(2013 年 2月)。またヒューレット・パッ

カード社(米国)からも、60GHz通信モジュールを内蔵したタブレット端末が発売されている

(2015 年 3月)。 

またインテル社（米国）は WiGig規格に準拠したリファレンスデザインを 2015 年前半にに
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リリース予定と発表した(2014年 6月)。パナソニック社（日）は CEATEC2014で WiGig小

型モジュールを参考出品(2014年 10月)し、実用化を目指した開発を行っている。クアル

コム社(米国)からも、スマートフォンに搭載可能な 11ad/WiGig対応チップセットがリリー

ス予定となっている。 

 

 

 

図１－２.１ 米国ヒューレット・パッカード社の 11ad/WiGig対応 製品 

 

 

 

図１－２.２ 米国インテル社の 11ad/WiGig対応 モジュール 
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図１－２.３ 米国クアルコム社の 11ad/WiGig対応 チップセット 

 

 

１－３ 60GHz帯無線システムの新たな利用ニーズ 

 

60GHz帯無線システムの高度化により、我が国における空中線電力規定を現行の 10mWから、

高出力とした場合、現行 10m 程度とされる通信距離を伸ばすことが可能となるため、机上で

の PC を中心とした情報機器間の接続や、リビング、小規模会議室等における少人数での利用

に限定されていたものから、大人数で共有する施設での利用も可能となることが予想される。

また逆に減衰の大きな 60GHz 帯の特性を活かし、数 cm の近接通信に制限することで、ユー

ザに大容量の高画質コンテンツファイルを瞬時転送で提供するシステムなども検討されてい

る。以下、屋内、屋外について、予想される利用シーンを以下に示す。 

 

 

１－３－１ 屋内利用シーン 
 

(1) オフィスでの利用 

オフィスについては、大会議室において、HDや 4Kなどさらに高画質の資料をワイヤレスで

伝送することにより、数百名規模の会議出席者の間で、資料の共有が可能となることが予想

される。 

以下に、大規模会議において、PC に格納した高画質の資料をプロジェクターへ伝送し、プ

ロジェクターから会議室壁面のスクリーンへ投影する例を示す。 

 



 

 - 9 - 

 

図１－３.１ 大規模会議での利用 

(2) 教育施設での利用 

教育施設においては、体育館や講堂などの大人数を収容可能な教育施設において、高画質

の教材をワイヤレス伝送することにより、指導者と多くの学生との間で、教材を共有する

ことが可能となることが予想される。 

以下に体育館において、PC に格納した高画質の教材をワイヤレスでプロジェクターへ伝

送し、プロジェクターより体育館壁面のスクリーンへ投影する例を示す。 

 

 

図１－３.２ 教育施設での利用（体育館の場合） 

 

(3) 公共施設での利用 

公共施設においては、ホール、劇場やシアターなど大人数を収容可能な公共施設において、

高画質動画をワイヤレスで配信することが可能となることが想定される。 

以下に劇場において、高画質動画をワイヤレスでプロジェクターへ伝送し、プロジェクタ

ーより劇場スクリーンへ投影する例を示す。 
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図１－３.３ 屋内公共施設での利用 

(4) 工場での利用 

60GHz 帯無線システムの高出力化に伴い、数百名規模の工場において、HDや 4Kカメラによ

り撮影した高画質の映像をワイヤレスで監視モニタへ伝送することにより、高画質での作業

状況やセキュリティーの監視が可能となることが予想される。 

以下に工場において、HD/4Kカメラにより工場スタッフの作業を撮影した映像を監視モニタ

に伝送して、作業状況をリアルタイムに監視する例を示す。 

 

 

図１－３.４ 工場での利用 

 

(5) 公共エリアでの利用 
 減衰の大きな 60GHz 帯の特性を活かし、数 cm の通信距離、かつ 1 対 1 の通信に制限する

ことで、高いスループットを安定してユーザに提供できる。それにより、スタジアムや駅等

の公共エリアにおいて、順次高画質コンテンツ等の大容量ファイルを携帯端末へ瞬時転送す

るサービスや限られたエリア内での周波数再利用率を高めるキオスクダウンロードサービス

などが可能となると予想される。 
 以下に、ゲート通過時に高画質コンテンツを順次タッチすることで携帯端末に転送できる

タッチ＆ゲットシステムの利用例を示す。 
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図１－３.５ 公共エリアでの利用 

 

 

１－３－２ 屋外利用シーン 
 

(1) 公共施設での利用 

60GHz 帯無線システムの高出力化に伴い、スタジアムなど多くの集客が見込まれる屋外施

設において、HD/4Kカメラにて、撮影している映像をリアルタイムに大型ディスプレイに伝

送することにより、大観衆での高画質映像の共有が可能となることが予想される。 

以下にスタジアムにおいて、HD/4Kカメラで撮影している試合中の映像を大型スクリーン

へワイヤレスで伝送し、大型高画質のスクリーンにリアルタイムに映し出す例を示す。 

 

 

図１－３.６ 屋外公共施設での利用 

 
(2) バックホールでの利用 

60GHz 帯無線システムの高出力化に伴い、高速、低遅延、大容量が要求されるバックホー

ルでの利用が可能となることが予想される。 
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図１－３.７ バックホールでの利用 

 
IEEE802 無線委員会では、2014 年 9 月より IEEE802.11 NG60 スタディグループが発足し

IEEE802.11adの次世代の規格化の議論がされ始めた。データトラフィック緩和に寄与する上

記のようなバックホールや、データセンターに向けてさらなる高速化を検討し始めている。

その高速化技術については、高次変調や MIMO などの導入が見込まれており、SN 比が必要な

点からも高出力化が有効と考えられる。なお、2015 年 3 月に 802.11 TG ay として承認され

ており、5月の 802会合から 802.11ay標準化活動を開始する予定となっている。 

 

 一方、現行の空中線電力 10mWでは、これら利用シーンにおいて、所望の伝送速度で十分な

カバーエリアが確保できていない状況にある。11adでは 10mの距離で最大 7Gbps程度の通信

速度を確保することを前提とするため、空中線電力の増力が求められている。 

カバーエリアが確保できていないことを示す一例として、リビングルームで 11ad 対応の無

線 LAN を利用することを想定し、アクセスポイントの空中線電力が 10mW、250mW 及び 500mW

の場合におけるシミュレーションによるカバレッジ比較を示す。 

シミュレーションにおいては、図１－３.８のようなリビングルームを仮定し、アクセスポ

イントのアンテナ諸元は、素子数を 8、モジュールサイズを 6 x 8 mm、アンテナ利得を平均 13 

dBi （最大 15 dBi）とした。 

 

 

 

 



 

 - 13 - 

 

図１－３.８ シミュレーション条件 

 

 

 シミュレーション結果を図１－３.９に示す。アクセスポイントの空中線電力が 10mW の場

合、高速通信を達成できる範囲はアクセスポイントからごく近傍に限定され、室内の約半分

のエリアで伝送速度 1 Gbps 以下になるのに対し、250mW及び 500mWとした場合においては高

速通信が可能なエリアが大幅に広がり、室内のほぼ全域で 2Gbps 以上の伝送が可能という結

果となった。 
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図１－３.９ 各空中線電力におけるカバレッジ比較 

 

 

これらシミュレーション結果や、後述する国際協調の観点も踏まえ、空中線電力 250mW 程

度(EIRP:40dBm程度)とすることが適当であると考えられる。 

また参考として、Wi-Fi アライアンスより公表されている、現行基準で対応できるシーン

と現行基準では利用が制限されるシーンを区別した資料について、図１－３.１０に示す。 
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図１－３.１０ Wi-Fi ｱﾗｲｱﾝｽ（WiGig ｱﾗｲｱﾝｽ）が想定する 11ad/WiGigの利用シーン 

 

 

１－４ 普及予測 

 
 60GHz 帯無線システムの普及予測について検討を行う。今後の 60GHz 帯無線システムの主

なユースケースと考えられる 11ad/WiGigにおいては、Wi-Fi Allianceにおいて 2.4GHz帯無

線 LAN(11n)、5GHz 帯無線 LAN(11ac)及び 11ad に対応したトライバンド対応チップセットの

出荷台数の普及予測が行われている。図１－４.１にそのデータを示す。 

 

 

図１－４.１ トライバンド対応チップセットの出荷台数 
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この普及予測を元に、国内における出荷台数についても予測を行った。トライバンド対応

チップセットは、モバイル PCやタブレットにおいて搭載が進むと考えられることから、これ

らを対象として検討した。 

IDC ジャパンの調査によると、モバイル PCの出荷台数は年複利成長率（CAGR)-2.9%、タブ

レットは CAGR+5.19%と予測されている。2013年度の出荷台数から 2014年度以降の出荷台数

について予測を行い、Wi-Fi alliance の普及予測を乗じて、我が国における普及台数を算出

した。結果を図１－４.２に示す。 

 

 

図１－４.２ 我が国における 60GHz帯無線システムの普及予測 

 

2015 年から徐々に出荷が始まり、2018年には累計で約 1,600万台の普及が見込まれる結果

となった。 
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第２章 諸外国における動向 
２－１ 国際標準化動向 

 

60GHz 帯無線システムとして無線パーソナルエリアネットワーク(WPAN: Wireless 

Personal Area Network)や無線ローカルエリアネットワーク（WLAN: Wireless Local Area 

Network）を取り巻く環境は急速に整いつつあり、家庭・オフィス等で広帯域を必要とする

データ通信等の利用に期待されており、60GHz帯における諸外国の周波数割り当てはアメリ

カ・カナダ・韓国は 57-64GHz、中国は 59-64GHz、日本・EUは 57-66GHzである。（詳細は２

－２節に示す） 

免許不要帯域である 60GHz 帯を対象とした代表的な国際標準規格として IEEE802.15.3c、

IEEE802.11ad(WiGig)、及び WirelessHDコンソーシアムが策定した WirelessHDの標準化動

向について以下概要を示す。 

 

(1)IEEE802.15.3c 

無線パーソナルエリアネットワークを議論する IEEE802.15WG(ワーキンググループ)では、

2005 年に 60GHz帯での標準規格を策定するタスクグループ 3c(TG3c)が設立された。このタ

スクグループは、60GHz帯のミリ波を用い、2Gbps 以上の高速伝送技術によって、ハイビジ

ョンの非圧縮映像のストリーム配信や、携帯端末への大容量コンテンツの配信などを目指

して規格化作業が行われ、2009 年に標準化が完了し仕様書が発行された。 

利用シーンとしては、サーバよりゲーム等のコンテンツをポータブル機器に高速でダウ

ンロードすることや、図２－１.１に示すような大画面ディスプレイ等に高品質な映像をマ

ルチギガビットで伝送することなどが挙げられる。 

 

大画面ディスプレイ

サーバー

カメラ

ビデオカメラ
 

図２－１.１ IEEE802.15.3cの利用シーンの例 
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(2)IEEE802.11ad 

IEEE802.11adは、60GHz帯を使う次世代無線 LANとして、2012 年 12月に IEEE802.11WGが

策定した次世代高速無線 LAN 規格である。2008 年に、IEEE802.11n よりも高速な通信方式を

定めるため、IEEE802.11VHT（Very High Throughput）という Study Groupが立ち上がり、5GHz

帯を用いた IEEE802.11ac と 60GHz 帯を用いた IEEE802.11ad が策定された。規格策定を行う

タスクグループ(TGad)においては、Wireless Gigabit Alliance (WiGig)が定めた MAC 層と

PHY 層が提案され、結果として WiGig 規格がそのまま規格に取り入れられている。その特長

は、屋内を想定した最大 10m 程度の通信距離で、最大 7Gbps 近いデータ速度に対応するとこ

ろにあり、セッションを維持したまま 2.4GHz/5GHz と 60GHz 間をシームレスにセッション切

り替えする FST(Fast Session Transfer)機能が備わっている。また、パスロスや障害物のあ

る環境に対処した高速データ伝送を実現するためにビームフォーミングに対応したプロトコ

ルが採用されている。 

利用シーンとしては、図２－１.２に示すように、Blue-rayなどに格納されたハイビジョン

映像を非圧縮のままストリーミングして高品質のまま再生・他の AV機器等に接続することな

どが挙げられる。 

IEEE802.11ad 規格に基づく相互接続性認証は平成 26 年末から開始され、第１章で述べた

用途等において普及していく見込みである。 

 

アクセスポイント

情報端末機

パーソナルコンピュータ

 

図２－１.２ IEEE802.11ad/WiGigの利用シーンの例 
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(3)WirelessHD 

WirelessHD は、WirelessHD コンソーシアムが策定した、テレビや DVD プレーヤーなど

AV 機器間で有線の HDMI インターフェースに代わり、AV コンテンツを無線伝送することを

主目的に策定された標準規格である。2006 年に設立された WirelessHD コンソーシアムに

は、主要な家電・AV機器メーカや半導体メーカなどが参加、2008年 1月に初の規格となる

WirelessHD 1.0 が発表されている。通信距離は概ね～10m 程度を想定しており、機器間を

最大 4Gbps程度の高速なデータ転送を可能にしている。また、IEEE802.11ad同様、パスロ

スや障害物のある環境に対処した高速データ伝送を実現するためにビームフォーミング・

ビームステアリング技術が採用されている。 

WirelessHD は、制御情報用の LRP(Low-rate PHY)モードと、実際の映像データ伝送用の

HRP(High-rate PHY)モードが用意されている。 

利用シーンとしては、図２－１.３に示すように、Blue-rayなどに格納されたハイビジョ

ン映像を非圧縮のままストリーミングして高品質のまま再生しモニタ等に接続することな

どがあげられる。 

導入状況については、ビデオプロジェクター・AV アンプ間やスマートフォン・大型モニ

タ間等を接続する機器が発売されている。 

 

 

図２－１.３ WirelessHDの利用シーンの例 

(出典：http://www.wirelesshd.org/about/technology/) 
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以上、60GHz帯を使用した IEEE802.15.3c、IEEE802.11ad、及び WirelessHDの標準化の位

置づけ、動向について示した。60GHz帯 WPAN、WLANの本格的な導入普及は、前述のように Wi-Fi

アライアンスにより WiGig（IEEE802.11ad）規格の相互接続認証が開始される 2016年（平成

28 年）頃と見込まれる。IEEE802.15.3c、IEEE802.11ad、及び WirelessHDの標準規格仕様の

概要一覧を表２－１.１に示す。 

 

表２－１.１ 60GHz帯無線システムの標準規格の基本仕様 

 IEEE802.15.3c IEEE802.11ad(WiGig) WirelessHD 

カテゴリ 無線 PAN 無線 LAN 無線 PAN(VAN) 

周波数帯 60GHz帯 60GHz 帯 60GHz 帯 

チャネル 

プラン 

Ch1:58.32GHz 

Ch2:60.48GHz 

Ch3:62.64GHz 

Ch4:64.8GHz 

Ch1:58.32GHz 

Ch2:60.48GHz 

Ch3:62.64GHz 

Ch4:64.8GHz 

Ch1:58.32GHz 

Ch2:60.48GHz 

Ch3:62.64GHz 

Ch4:64.8GHz 

チャネル間隔 2160MHz 2160MHz 2160MHz 

伝送方式 
SC(シングルキャリア) 

OFDM 

SC(シングルキャリア) 

OFDM 
OFDM 

最大伝送速度 6Gbit/s(1ch.使用時) 7Gbit/s(1ch.使用時) 7Gbit/s(1ch.使用時) 

最大伝送距離 10m程度 10m 程度 10m 程度 

アプリケー 

ション 

・コンテンツダウンロード 

・高速ファイル転送 

・ワイヤレスディスプレイ 

・無線アドホックネットワ

ーク 

・PC周辺機器間通信 

・HD動画の非圧縮伝送 

 

・コンテンツダウンロード 

・高速ファイル転送 

・ワイヤレスディスプレイ 

・無線アドホックネットワー

ク 

・PC周辺機器間通信 

・HD動画の非圧縮伝送 

・ドッキングステーション 

・無線 LAN 

・HD動画の非圧縮伝送 

特徴 

・ビームフォーミング機能 

・15.3 MAC 

・低電力と高速の両機器対応 

・ビームフォーミング機能 

・シームレスマルチバンドオ

ペレーション(FST:高速セッ

ション切替機能) 

・IEEE802.15.3cとの共存機能 

・ビームステアリング機

能 

・NLOS環境オペレーショ

ン 
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２－２ 諸外国における規制 

 
60GHz 帯は大気中の減衰が大きいことから、近距離高速データ通信用途として主要各国に

おいて免許不要帯域として周波数割当がなされており、ギガビット級の伝送に適した広い

帯域幅が利用可能である。世界主要各国における 60GHz 帯の法規制の一覧を表２－２.１に

示す。 

 

表２－２.１ 世界主要各国における 60GHz帯 法規制一覧 

主要国 周波数帯
(GHz)

最大等価等方輻射電力
(EIRP)

空中線電力および空中線利得 占有帯域幅
(OBW)

無線局
免許

日本 57-66 (57dBm) 空中線電力：10dBm(10mW)以下
空中線利得：47dBi以下

2.5GHz 不要

米国
(FCC)

57-64 屋外：82dBm
・空中線利得：51dBi未満

EIRP = 82dBm - 2*(51 - 空中線利得)
・空中線利得：51dBi以上

EIRP = 82dBm

規定なし 不要

屋内：40dBm 空中線電力：27dBm(500mW)以下
送信帯域幅<100MHzの場合は、スペクト
ル密度に従い電力を制限

カナダ
(IC: Industry 

Canada)

57-64 40dBm 規定なし 規定なし 不要

韓国
(KCC and 

RRA)

57-64 43dBm または 57dBm(
固定Pont-to-Point)

指向性アンテナの場合
空中線電力：27dBm(500mW)以下

無指向性アンテナの場合
空中線電力：20dBm(100mW)以下

規定なし 不要

欧州
(CEPT)

57-66 40dBm 
チャネル帯域幅<1GHzの
場合は、スペクトル密度に
従い電力を制限

規定なし 規定なし 不要

中国 59-64 44dBm 空中線電力：10dBm(10mW)以下
空中線利得：34dBi以下

規定なし 不要
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60GHz 帯の周波数割り当てに関し、世界主要国における調査結果を図２－２.１に示す。日

本においては、平成 23年 8月の制度改正により、59～66GHz から 57～66GHz に周波数が 2GHz 

拡張され、欧州と同様に世界各国の中で最も広い帯域で運用可能となり、更なる利用の拡大

が期待されているところである。 

 

Japan

EU

U.S.A

Canada

Korea

China

60 65 6657
[GHz]

61 62 63 6458 59
 

図２－２.１ 世界主要国における 60GHz帯周波数 

 

空中線電力に関して、日本においては最大 10dBm（10mW）、アンテナ利得最大 47dBi と規定

されており、EIRP（等価等方輻射電力）は最大 57dBm となる。米国においては、室内利用の

場合、最大 27dBm（500mW）、EIRP は最大 40dBm と規定される。カナダにおいては、空中線電

力、アンテナ利得の規定はなく、EIRPは最大 40dBmと規定される。韓国においては、指向性

アンテナの場合で最大 27dBm（500mW）、無指向性アンテナの場合で最大 20dBm（100mW）であ

り、EIRP は最大 43dBm、固定 Point-to-Point の場合は最大 57dBm と規定される。EU におい

ては、空中線電力、アンテナ利得の規定はなく、EIRP は最大 40dBmであり、チャネル帯域幅

が 1GHz 以下の場合、電力密度に従って電力を下げることが必要となる。中国においては、空

中線電力は最大 10dBm（10mW）、アンテナ利得は最大 34dBi、EIRPは最大 44dBmである。 

占有周波数帯幅（OBW）に関し、世界主要各国においては規定されておらず、日本において

のみ 2.5GHz以下と規定されている。 

一方、ITU-R M.2003において、図２－２.２に示すように連続するチャネルを複数使うチャ

ネルボンディングによる運用時のマスクが最大 4 ボンディング運用まで規定されており、将

来この規定に沿って、占有周波数帯域幅 2.5GHz を超える製品が登場することが想定される。 

その際、日本においては占有周波数帯幅の規定が現行どおりの場合、チャネルボンディン

グによる運用が出来ない課題が生ずることになる。 
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図２－２.２ チャネルボンディングにおける送信スペクトラムマスク 

（出典：ITU-R M.2003：Multiple Gigabit Wireless Systems in frequencies around 60 GHz） 

 

表２－２.２ 送信スペクトラムマスクパラメータ（出典：ITU-R M.2003） 

Channel bonding f1 (GHz) f2 (GHz) f3 (GHz) f4 (GHz) 

Two-bonded channel transmission 2.100 2.160 3.000 4.000 

Three-bonded channel transmission 3.150 3.240 4.500 6.000 

Four-bonded channel transmission 4.200 4.320 6.000 8.000 

 

なお、参考として、ITU におけるシングルチャネルのスペクトラムマスクと、IEEE802.11ad

におけるスペクトラムマスクを図２－２.３に示す。 

 

 

図２－２.３ IEEE802.11adにおけるシングルチャネルのスペクトラムマスク 
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第３章 他の無線システムとの共用検討 
３－１ 干渉検討の条件 

３－１－１ 干渉検討対象システム 
 

検討を行うにあたり、現行の 60GHz 帯(57～66GHz)とその隣接周波数帯(54～57GHz)の周波

数割り当て状況、およびその周波数帯を用いる無線局の規格について以下にとりまとめた。 

 

 

図３－１.１ 60GHz帯の周波数割り当て状況 

 

表３－１.１ 周波数別割り当て用途 

周波数(GHz) 用途 

54.25～55.78 放送事業 

55.78～59 電気通信・公共・一般業務 

57～66 特定小電力 

 

 
(1)放送事業用 

54.25～55.78GHz の周波数を利用する放送事業用の無線システムは、テレビジョン放送番

組素材伝送用の可搬形無線伝送機器 FPUのミリ波帯デジタル無線伝送システム ARIB-STD-B43

として標準規格化されている。 

本システムは、54.27～55.27GHzの 1GHzを使用し、利用シーンに基づく柔軟な運用形態に

対応できるように、チャネル幅の異なる 3 つのシステム(1GHz システム、500MHz システム、

125MHz システム)が定義されている。 
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表３－１.２ ARIB-STD-B43規格 

項目 
1GHz 

システム 

500MHz 

システム 

125MHzシステム 

フルモード ハーフモード 

周波数帯(GHz) 54.27～55.27 

通信方式 単向通信方式、または同報通信方式 

変調方式 

SC(QAM,PSK) SC(PSK) SC(QAM,PSK) 

OFDM 

SC(QAM,PSK) 

OFDM 

MIMO-OFDM 

占有周波数帯幅 

の許容値(MHz) 
SC：841MHz SC：425MHz 

SC：106MHz 

OFDM：112MHz 

SC：54MHz 

OFDM：60MHz 

空中線電力 1W(30dBm)±50% 

スプリアス発射

の 

強度の許容値 

帯域外領域：50uW以下 

スプリアス領域：50uW以下 

チャネル配置 

(GHz) 

#1：54.77 #1：54.52 

#2：55.02 

#1：54.3325 

#2：54.4575 

#3：54.5825 

#4：54.7075 

#5：54.8325 

#6：54.9575 

#7：55.0825 

#8：55.2075 

#1：54.30125 

#2：54.36375 

#3：54.42625 

#4：54.48875 

#5：54.55125 

#6：54.61375 

#7：54.67625 

#8：54.73875 

#9：54.80125 

#10：54.86375 

#11：54.92625 

#12：54.98875 

#13：55.05125 

#14：55.11375 

#15：55.17625 

#16：55.23875 

SC：Single Carrier 

 

(2)電気通信・公共・一般業務 

55.78～59GHzの周波数を利用する電気通信・公共・一般業務の無線システムは、実験用途

として免許を受けたエントランス回線の電気通信業務用無線局(免許人：ソフトバンクモバイ

ル)が定義されている。本無線局は、57.25～58.15GHzに 100MHz間隔で 10のチャネルを持つ。

以下に無線局情報を示す。 
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表３－１.３ 電気通信業務用無線局 

項目 無線局情報 

形式 26M0F7D 

周波数帯(GHz) 57.25～58.15 

占有周波数帯幅 26MHz 

空中線電力 3.17mW(5dBm) 

スプリアス発射の強度の許容値 
帯域外領域：100uW以下 

スプリアス領域：50uW以下 

チャネル配置(GHz) 

#1：57.25 

#2：57.35 

#3：57.45 

#4：57.55 

#5：57.65 

#6：57.75 

#7：57.85 

#8：57.95 

#9：58.05 

#10：58.15 

 

 

(3)特定小電力無線システム 

無線局免許なしで利用できる 57～66GHz の特定小電力用途の無線システムは、国際標準規

格の IEEE802.11adと IEEE802.15.3c、および 3つの ARIB標準規格(ARIB STD-T48：ミリ波レ

ーダー用無線、ARIB STD-T69：ミリ波画像伝送用無線、ARIB STD-T74：ミリ波データ伝送用

無線)があり、加えて、民間標準規格の WirelessHDが定義されている。 

 

表３－１.４ 特定小電力無線システム 

規格 無線システム 使用周波数 備考 

IEEE802.11ad ミリ波近距離無線(WPAN) 57～66GHz ３－５節参照 

IEEE802.15.3c ミリ波近距離無線(WPAN) 57～66GHz ３－５節参照 

ARIB STD-T48 ミリ波レーダー用無線 60～61GHz ３－４節参照 

ARIB STD-T69 ミリ波画像伝送用無線 57～66GHz ３－５節参照 

ARIB STD-T74 
ミリ波データ伝送用無線 

(超高速無線 LANシステム) 
59～66GHz ３－５節参照 

WirelessHD ミリ波映像無線(WVAN) 57～66GHz ３－５節参照 
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３－１－２干渉評価 
 

60GHz 帯無線システムから現行の既存システムへ与える干渉のシナリオとして、60GHz帯無

線システムを与干渉システム(Interferer)、現行の既存システムを被干渉システム(Victim)

として定義し、以下に示す 6つのシナリオを想定した。 

 

① 60GHz 帯ミリ波車載レーダーおよびミリ波踏切障害物検知装置への干渉 

② 58GHz 帯エントランス回線への干渉 

③ 55GHz 帯 FPUへの干渉 

④ 60GHz 帯既存のミリ波無線システム(IEEE802.11ad)への干渉 

⑤ 60GHz 帯既存のミリ波無線システム(WirelessHD)への干渉 

⑥ 60GHz 帯既存のミリ波無線システム(ミリ波画像伝送システム)への干渉 

 

与干渉システムには、高出力の IEEE802.11adを適用し、60GHz帯既存の無線システムには、

ミリ波無線システム(IEEE802.11.ad)と、WirelessHD およびミリ波画像伝送システムを適用

した。 

 

表３－１.５ 与干渉システムと被干渉システムに適用した具体的なシステム 

与干渉システム 被干渉システム 

60GHz 帯 

高出力 WPAN 

(IEEE802.11ad) 

60GHz帯ミリ波車載レーダー (ARIB STD-T48) 

ミリ波踏切障害物検知装置 

58GHz帯エントランス回線 

55GHz帯 FPU (ARIB STD-B43) 

60GHz帯 

既存のミリ波無

線 

システム 

ミリ波 WPAN (IEEE802.11ad) 

WirelessHD 

ミリ波画像伝送システム (ARIB STD-T69) 

 

干渉シナリオのシステム関係図を図３－１.２に、周波数関係図を図３－１.３に示す。 

 



 

 - 28 - 

 

図３－１.２ システム間の干渉シナリオ(システム関係図) 

 

 

図３－１.３ システム間の干渉シナリオ(周波数関係図) 

 

干渉評価は、離隔距離などを机上計算で求めて干渉評価を行う「机上計算評価」と電波伝

搬解析と干渉計算を行った「シミュレーション評価」の 2つの手法を使って評価を行う。各々

の被干渉システムに対する評価手法を表３－１.６に示す。 

 

 

図３－１.４ 干渉評価手法 
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表３－１.６ 被干渉システム毎の干渉評価手法 

被干渉システム 

評価手法 

シミュレーション評価 

(電波伝搬解析+干渉計

算) 

机上計算評価 

60GHz 帯ミリ波車載レーダー 

 (ARIB STD-T48) 
✓  

ミリ波踏切障害物検知装置  ✓ 

58GHz 帯エントランス回線 ✓ ✓ 

55GHz 帯 FPU (ARIB STD-B43)  ✓ 

60GHz 帯 

ミリ波無線シ

ステム 

ミリ波 WPAN 

(IEEE802.11ad) ✓  

WirelessHD 

ミリ波画像伝送システ

ム(ARIB STD-T69) 
 ✓ 

 

シミュレーション評価は、電波伝搬解析と干渉計算の 2つのステップで行う。 

電波伝搬解析は、パスの相対的なレベルが解析できればよいため、送受信点はオムニアン

テナをベースに基準となる送信電力で放射した電波でパス解析が行われる。干渉計算では、

そのパス結果をもとに実際の干渉評価の条件となる空中線電力やアンテナ半値角などの評価

パラメータを入力して絶対レベルでの計算が行われる。 

 

電波伝搬解析

干渉モデル毎の位置干渉モデル毎の位置
係関係の 波電波 搬 析伝搬解析

((レイトレースレイトレース))を実施を実施
受 パ 求 るし、受信パスを求める

干渉計算

電波電波伝搬解析の伝搬解析のパスパス
結結果かから NSINR たはまたは
SIRSIRを計算しを計算し所要所要改改
善 を善量を求めるパス結果

角、・放射角、到来角
・レベル、位相・レベル、位相

改善所要改善量出力
フ出力グラフ出力

・ヒートマップ・ヒートマップ
・ PCDF/PDF

干渉モデル干渉モデル
(交 点 街 ・会交差点・市街地・会議室)

評価パラメータ評価パラメータ
( テ 半 テ 放 角送信電力・アンテナ半値角・アンテナ放射角など))

 

図３－１.５ シミュレーション評価(電波伝搬解析＋干渉計算)の評価手順 

 

(1) 電波伝搬解析 

電波伝搬解析は、後述する干渉モデルをモデリングし、電波伝搬シミュレータ(米国 Remcom
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社 Wireless InSite)にて、レイトレース法による電波伝搬解析を実施し、被干渉受信局(VRx)

における希望波と干渉波の受信パス(放射角、到来角、受信レベル、位相など)を求める。 

電波伝搬解析に適用する干渉モデルは、前記干渉評価手法に定義したように、対象の被干渉

システムの利用シーンを考慮して、60GHz帯ミリ波車載レーダーには交差点モデルを、58GHz

帯エントランス回線には市街地モデルを、60GHz帯既存のミリ波無線システム(IEEE802.11ad、

WirelessHD)には会議室モデルを適用した。 

 

(2) 干渉計算 

干渉計算は、電波伝搬解析で得たパス結果を元に、被干渉受信局(VRx)における希望波と干

渉波の受信電力比(SINRまたは SIR)を算出し、基準となる所要 CNRより所要改善量を求める。

また、机上計算評価は、電波伝搬解析を行わずに机上レベルで離隔距離や所要改善量を求め

て干渉評価を行った。 

 

表３－１.７ 被干渉システムに適用した干渉モデル 

被干渉システム 干渉モデル 
与干渉システムとの 

周波数帯関係 

60GHz 帯  ミリ波車載レーダー  (ARIB 

STD-T48) 
交差点 同一周波数帯 

ミリ波踏切障害物検知装置 踏切 同一周波数帯 

58GH 帯 エントランス回線 － 同一周波数帯 

55GHz 帯 FPU (ARIB STD-B43) － 隣接周波数帯 

60GHz 帯 

ミリ波無線シス

テム 

ミリ波 WPAN 

(IEEE802.11ad) 会議室 

同一周波数帯 WirelessHD 

ミリ波画像伝送システム 

(ARIB STD-T69) 
－ 

 

会会議室交差点 市街地

 

図３－１.６３ 干渉モデルのイメージ図 
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３－１－３ 評価指標 
 

干渉シナリオ毎に、被干渉送信局(VTx)と被干渉受信局(VRx) 、および与干渉送信局(ITx)

をそれぞれ 1 台ずつ配置し、被干渉受信局(VRx)が与干渉送信局(ITx)から被る干渉の影響に

ついて評価する。 

被干渉システムと与干渉システムは、干渉モデル毎に定義された配置位置やアンテナ高な

どの条件で存在し、互いのシステムは同一もしくは隣接する異なる周波数を使用しているも

のとする。また、被干渉システムの送受信局は互いに正対にて通信が確立しているものとす

る。 

互いのシステムは、空中線電力、アンテナ利得、所要 CNR または許容 INR などの評価パラ

メータと電波伝搬損失などが適用され、最終的には被干渉受信局(VRx)における所要改善量※

を求めて干渉の影響度合いを評価する。 

 

※所要改善量 

被干渉システムの通信が成立する条件を基準としたとき、互いのシステムが共存できるレ

ベルを数値化したもの(許容干渉レベルに対する相対値)。 

負の値：共存可能で改善は不要(数値はマージン量を表す) 

正の値：共存するたには改善が必要(数値は改善量を表す) 

 

 

 

図３－１.７ 被干渉システムと与干渉システムの概念図 

 

 

被干渉システム毎の評価指標を以下に示す。57～66GHz の特定小電力用途の無線周波数帯

を利用するシステムは、無線局免許なしで利用できることから、通話品質に影響を与えない

レベルまで、他システムからの干渉を許容する考え方を基本に、システムの受信感度の規格
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値から算出した所要 CNRを基準に所要改善量を求める。 

一方、58GHz帯エントランス回線、55GHzの隣接周波数帯を利用する放送事業用の FPU シス

テムは、許容 INRを基準(受信系総合雑音レベルのうち、与干渉源への許容干渉レベル配分と

して熱雑音に対する割合を設定し、その量を許容干渉レベルとする評価基準)として離隔距離

を求める。 

 

 

表３－１.８ 被干渉システム毎の評価指標 

被干渉システム 干渉評価手法 評価指標 

60GHz 帯 

ミリ波車載レーダー 

シミュレーション評価(交

差点) 

所要 CNRによる 

所要改善量 

ミリ波踏切障害物検知装置 机上計算評価 
所要 CNR による離隔距

離 

58GHz 帯 

エントランス回線 

シミュレーション評価(市

街地) 

机上計算評価 

許容 INR 基準による離

隔距離 

55GHz 帯 

FPU 
机上計算評価 

許容 INR基準による 

離隔距離 

60GHz 帯 

ミリ波無線シ

ステム 

ミリ波 WPAN シミュレーション評価(会

議室) 

所要 CNRによる 

所要改善量 WirelessHD 

ミリ波画像伝

送システム 
机上計算評価 

所要 CNRによる 

所要改善量 
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３－１－４ 共通評価条件 
 

(1)電波伝搬解析 

レイトレース法による電波伝搬解析の共通条件を以下に示す。 

レイトレース法は、送信点から放射される電波の素波をレイ(Ray)とみなし、幾何光学的な反

射・透過・回折を考慮してレイの軌跡(Trace)を追跡し、伝搬損失・遅延時間・到来方法を推

定する方法である。受信電力は重心的に到達する全てのレイを加算することで求められる。

したがって、基本的に構造物の幾何光学的形状と電気的特性を与えるだけで伝搬特性を容易

に解析できる。 

一方、レイのトレース方法は大別して 2種類のアルゴリズム(イメージング法、レイラウン

チング法)があり、推定精度と演算処理量の関係が大きく異なる。今回は、LOS(Line Of Sight：

見通し)環境の割合が多い干渉モデルを適用していることと、ミリ波の特徴(伝搬損大、回折

小)などの理由から、レイラウンチング法を用いた。レイラウンチング法は、送受信点からの

レイを離散的に発射させ、各レイを途中の反射を考慮しながら逐次追跡し、受信点に到達す

るレイを探索する方法で、受信点を考慮する場合、離散的な角度でレイを放射させるため、

受信点に完全に一致するレイが求まる確率は極めて小さいことから、受信点の周りに一定の

受信エリアを設け、その受信エリア内に到達したレイはその受信点に到達したレイと見なす

ことができ、イメージング法に比べ演算処理量を小さく制御できる。 

 

表３－１.９ 電波伝搬解析の共通条件 

項目 条件 備考 

電波伝搬シミュレータ Wireless InSite 米国 Remcom社 

アンテナ オムニアンテナ  

レイトレース法 レイラウンチング法  

最大パス数 25パス  

最大反射回数 3回  

最大回折回数 1回  

放射角度 0.1度ステップ  

材質 コンクリート、木材、ガラスなど  

 

(2) 雑音電力 

各被干渉システムの受信局(VRx)の受信機雑音指数は 10dBとした。 

表３－１.１０ 雑音電力密度と受信機雑音指数 

項目 設定値 備考 

雑音電力密度 -173.8dBm/Hz  

受信機雑音指数 10dB  
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(3) 空中線電力 

各被干渉システムの空中線電力は、各仕様で定義される値を設定値とし、与干渉システム

の空中線電力は、高出力による干渉の影響を調べるため、現行の 10mW(10dBm)を基準に

100mW(20dBm), 316mW(25dBm), 1W(30dBm)の 4パターンを設定値とした。 

 

表３－１.１１ 各システムに設定した空中線電力 

被干渉システム/与干渉システム 設定値 備考 

被 干

渉 

60GHz帯 

ミリ波車載レーダー 

(ARIB STD-T48) 

3mW 

(4.77dBm) 
富士通テン技報 35号より 

ミリ波踏切障害物検知装置 
10mW 

(10dBm) 
 

58GHz帯 

エントランス回線 

3.17mW 

(5dBm) 

電気通信業務用線無線局の

情報より 

55GHz帯 

FPU 

(ARIB STD-B43) 

－ 許容 INR基準のため設定なし 

60GHz帯 

ミリ波無線シ

ステム 

IEEE802.11ad 

10mW 

(10dBm) 

電波法施行規則第六条第四

項第二号の規定に基づく特

定小電力無線局の用途、電波

の型式及び周波数並びに空

中線電力 

WirelessHD 

ミリ波画像伝送 

システム 

(ARIB STD-T69) 

与 干

渉 
(高出力)IEEE802.11ad 

10mW 

(10dBm) 

～ 

1W 

(30dBm) 

下記 4パターンの電力値を設

定 

・10mW(10dBm) 

・100mW(20dBm) 

・316mW(25dBm) 

・1W(30dBm) 
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(4) アンテナモデル 

与干渉システムおよび被干渉システムのアンテナは、IEEE802.15.3cのミリ波 WPANタスク

グループのチャネルモデリングの基準アンテナモデルとして採用されたアンテナモデル※を

適用した。このモデルは、アンテナの電力半値ビーム幅を設定することにより、メインロー

ブパターンと平均化されたサイドローブレベルを得ることができるものである。 

※I.Toyoda and T.Seki, “Antenna Model and Its Application to System Design in the 

Millimeter-wave Wireless Personal Area Networks Standard” NTT Technical Review. 

 

 

 

図３－１.８ 適用したアンテナモデルの定式 

(NTT Technical Review “Antenna Model and Its Application to System Design in the 

Millimeter-wave Wireless Personal Area Networks Standard”より引用) 

 

本アンテナモデルの一例として、半値角 15度, 30度, 60 度, 90度の場合のアンテナ利得

パターンを図３－１.９に示す。また、そのアンテナ利得パターンにおける最大利得を表３－

１.１２に示す。 

上記 IEEE モデルに加え、ITU-R F.699 で採用されているアンテナモデルを用いた評価を

リファレンスとして行った。図３－１.１０に ITU-R アンテナモデルの利得パターンを示す。 
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図３－１.９ アンテナモデルのアンテナ利得パターン(一例) 

 

表３－１.１２ アンテナ利得パターンの最大利得(一例) 

アンテナ半値角(度) 最大利得(dBi) 備考 

15 21.9  

30 15.9  

60 10.2  

90 4.2  
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図３－１.１０ ITU-Rアンテナモデル (35dBi) 

 

３－２ FPU 

 

FPU は、42GHz帯または 55GHz帯を使用するミリ波帯デジタル無線伝送システムに適用され

るテレビジョン放送番組素材伝送用の可搬型無線伝送機器である。 

利用シーンの例としては、図３－２.１（情報通信審議会情報通信技術分科会放送システム委

員会報告書 より転記）に示すように、フィールド等で収集された素材を屋外に設置された

受信局に円滑に伝送するなど、利用シーンに基づく柔軟な運用形態に対応できるように、

ARIB-STD-B43（テレビジョン放送番組素材伝送用可搬形ミリ波帯デジタル無線伝送システム）

でチャネル幅の異なる 3 つのシステム(1GHz システム、500MHz システム、125MHz システム)

が標準規格化されている。 

 

図３－２.１ FPU利用シーン 
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一方、55GHz帯の使用周波数は図３－２.２に示すように、60GHz帯高出力 WPAN と隣接した

54.27～55.27GHz が割り当てられており、干渉による影響が懸念されるため干渉検討を行う

必要がある。 

そこで、60GHz 帯高出力 WPAN との許容 INR（干渉波レベルと受信局の熱雑音の比）を基準

とした机上計算による離隔距離を求め、その結果から干渉度合いを検討評価する。 

 

55GHz帯
FPU

60GHz帯
WPAN

565554
■■■

58.32
GHz

55.23875
GHz

チャネル16

干干渉

 
図３－２.２ 60GHz帯高出力 WPANと FPUの周波数割り当て 

 

３－２－１ 評価方法 
 

60GHz 帯無線システムである与干渉送信局（以下 ITx という）と FPU である被干渉受信局

（以下 VRx という）を配置（配置のイメージ：図３－２.３）し、VRx が ITx より被る干渉に

よる影響について評価条件を以下として評価検討を行う。以下の手順にそって検討評価を

行う。 

 

図３－２.３ ITxと VRxの配置イメージ 

 

・ 干渉モデルを用いた検討ではなく、60GHz帯無線システムとの許容 INR（干渉波レベル

と受信局の熱雑音の比）を基準とした机上計算による離隔距離を評価指標とする。 

・ 離隔距離は、許容 INRを-20dBと設定（ITU-R Rec. BT.1895 より引用）した場合の

許容干渉波レベルを算出し、等価となるFPUと60GHz帯無線システムとの距離となる。 
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・ FPU が ITxより被る空中線電力（干渉電力）は IEEE802.11adで定義される送信スペク

トラムマスク規定に準じた電力を用いる。チャネルのセンター周波数から 3.06GHz離

れたポイントの送信帯域オフセットは-30dBr である。 

・ FPU と ITxが最も狭まる周波数は図に示すように、FPU の上限チャネルである#16

（55.23875GHz）と ITxの下限チャネルである#1（58.32GHz）時である。その周波数間

隔は 3.06GHz以上離れているため、送信帯域オフセットは-30dBrとする。 

 

 

  

 

図３－２.４ FPUと ITxの周波数割り当て及び ITx の送信スペクトラムマスク 

 

・ ITx の空中線電力は、10dBm（現行規定）/15dBm（高出力）/20dBm（高出力）/25dBm（高

出力）/30dBm（高出力）の 5種類とする。 

・ 本評価検討では ITx及び VRxで使用するアンテナは３－１－４節で述べたアンテナモ

デルを基準に、ITx用アンテナは図３－２.５に示すように半値角 10.5度（利得 25dBi）

/18.5 度（利得 20dBi）/ 33.5度（利得 15dBi）/61.0度（利得 10dBi）の 4種類とす

る。また、VRx用アンテナは図３－２.６に示すように半値角 3.3度（利得 35dBi）の

1種類とする。 
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アンテナ半値角[度] 

半値角10.5度（利得25dBi）
半値角18.5度（利得20dBi）
半値角33.5度（利得15dBi）
半値角61.0度（利得10dBi）ア

�
テ
ナ
利
得[dBi] 

 

図３－２.５ ITxで用いたアンテナのアンテナ半値角 

 

半値角3 3度（利得35dBi）

アンテナ半値角[度] 

ア
�
テ
ナ
利
得[dBi] 

 

図３－２.６ VRxで用いたアンテナのアンテナ半値角 

 

・ ITx と VRx が対向するアンテナ角度は、正対した場合を 0 度（図３－２.７）として、同

時に同一方向に可変させた場合とする。例えば、アンテナ角度を 30度ずらした場合は図

３－２.８のようになる。 
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VRx(FPU)ITx(11ad)
離隔距離

0° 0°

 

図３－２.７ ITxアンテナと VRxアンテナを正対（0度）させた場合 

 

VRx(FPU)

ITx(11ad)
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30°

30°

 

図３－２.８ ITxアンテナと VRxアンテナを正対から 30度ずらした場合 
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３－２－２ 評価結果 
 

計算パラメータを表３－２.１、計算した離隔距離を図３－２.９～図３－２.１７、および

表３－２.２に示す。60GHz帯無線システムの空中線電力 30dBm、アンテナ半値角 10.5 度（利

得 25dBi）とした場合、60GHz 帯無線システムと FPU の正対方向に対するアンテナ角度が 10

度時の離隔距離は 20.7mとなる。60GHz帯無線システムの空中線電力 30dBm、アンテナ半値角

61.0 度（利得 10dBi）とした場合、60GHz 帯無線システムと FPU の正対方向に対するアンテ

ナ角度が 10 度の離隔距離は 12.7mとなる。 

 

表３－２.１ 机上計算パラメータ一覧 

項目 値 内容 

送信周波数 55.27GHz 

ITx 送信周波数 

→FPU の上限チャネルの上限周

波数 

送信帯域幅 2160MHz ITx 送信帯域幅 

空中線電力 
現行規定:10dBm 

高出力:15,20,25,30dBm 
ITx 空中線電力 

アンテナ半値角 

(最大利得) 

10.5°(25dBi) 

18.5°(20dBi) 

33.5°(15dBi) 

61.0°(10dBi) 

ITx 送信アンテナ半値角 

送信帯域幅オフセット -30dBr 
送信スペクトラム規定における

ITX 送信帯域オフセット 

大気吸収損失 5dB/km 55GHz の大気吸収損失 

受信アンテナ半値角 

(最大利得) 
3.3°(35dBi) VRx 受信アンテナ半値角 

受信帯域幅 54.4MHz VRx 受信帯域幅 

受信帯域オフセット -15.99dB 
VRx が受信する干渉波の帯域内

オフセット 

受信機雑音指数 10dB VRx 雑音指数(NF) 

熱雑音電力 -86.44dB VRx 熱雑音電力 

許容 INR -20dB VRx 許容 INR 
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表３－２.２ 離隔距離まとめ（単位：m) 

30
(高出力)

25
(高出力)

20
(高出力)

15
(高出力)

10
(現行規定)

0 2822.6 2231.2 1701.7 1244.8 869.1
1 2673.8 2096.4 1583.7 1145.8 790.6
2 2247.0 1715.7 1256.6 878.5 585.0
3 1610.6 1168.4 808.3 532.7 335.6
4 907.2 606.5 387.0 237.3 141.0
5 52.1 29.7 16.8 9.5 5.3
6 45.5 25.9 14.7 8.3 4.7
10 20.7 11.7 6.6 3.7 2.1
0 2243.1 1712.2 1253.7 876.2 583.2
1 2116.1 1600.9 1160.2 801.9 528.0
2 1755.9 1290.6 905.6 605.5 386.3
3 1231.4 858.4 569.9 361.4 220.4
4 676.1 436.4 270.1 161.7 94.5
5 37.0 21.0 11.9 6.7 3.8
6 35.1 20.1 11.4 6.4 3.6
10 27.5 15.6 8.8 4.9 2.8
0 1705.2 1247.7 871.4 579.7 368.2
1 1596.4 1156.5 799.0 525.8 330.8
2 1292.9 907.6 606.9 387.3 237.4
3 868.3 577.3 366.5 223.8 132.6
4 449.4 278.8 167.2 97.9 56.4
5 22.4 12.7 7.1 4.0 2.3
6 22.1 12.5 7.0 4.0 2.2
10 20.4 11.6 6.5 3.7 2.1
0 1254.8 877.1 583.9 371.1 226.8
1 1163.8 804.8 530.1 333.8 202.5
2 915.5 612.8 391.5 240.2 142.9
3 584.9 371.9 227.3 134.8 78.3
4 284.5 170.8 100.1 57.7 32.9
5 13.1 7.3 4.1 2.3 1.3
6 13.0 7.3 4.1 2.3 1.3
10 12.7 7.1 4.0 2.3 1.3

18.5

33.5

61

ITx空中線電力(dBm)ITxとVRxの正対方向に
対するアンテナ角度

(度)

ITxアンテナ半値
角

(度)

10.5
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ITxの空中線電力をそれぞれ 10dBm/15dBm/20dBm/25dBm/30dBmにした場合の ITxと VRxの

正対方向に対するアンテナ角度 対 離隔距離を図３－２.９～図３－２.１３に示す。 
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図３－２.９ ITx空中線電力 10dBm時の離隔距離（許容 INR -20dB） 
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図３－２.１０ ITx空中線電力 15dBm時の離隔距離（許容 INR -20dB） 
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図３－２.１１ ITx空中線電力 20dBm時の離隔距離（許容 INR -20dB） 
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図３－２.１２ ITx空中線電力 25dBm時の離隔距離（許容 INR -20dB） 
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図３－２.１３ ITx空中線電力 30dBm時の離隔距離（許容 INR -20dB） 
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ITxのアンテナ半値角をそれぞれ 10.5度/18.5度/33.5度/61.0度にした場合の ITxと VRx

の正対方向に対するアンテナ角度 対 離隔距離を図３－２.１４～図３－２.１７に示す。 

0.0 500.0 1000.0 1500.0 2000.0 2500.0 3000.0

0

1

2

3

4

5

6

10ＩＴ
ｘ
と

V
R

xの
正

対
方

向
に

対
す

る
ア

ン
テ

ナ
角

度
(度

)

離隔距離(m)

空中線電力-：30dBm(高出力)
空中線電力-：25dBm(高出力)
空中線電力-：20dBm(高出力)
空中線電力-：15dBm(高出力)
空中線電力-：10dBm(現行規定)

 

図３－２.１４ ITxのアンテナ半値角 10.5 度時の離隔距離（許容 INR -20dB） 
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図３－２.１５ ITxのアンテナ半値角 18.5 度時の離隔距離（許容 INR -20dB） 
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図３－２.１６ ITxのアンテナ半値角 33.5 度時の離隔距離（許容 INR -20dB） 
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図３－２.１７ ITxのアンテナ半値角 61.0 度時の離隔距離（許容 INR -20dB） 
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３－２－３ 評価結果（ITU-R アンテナモデルとの比較） 
 
３－２－２節で実施した IEEE アンテナモデルに対し、ITU－R で採用されたアンテ

ナモデルに対する干渉検討を行った。アンテナの放射パターン以外は同一条件で比較

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)IEEE 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)ITU-R 

図３－２.１８ アンテナ利得 25dBiの離隔距離比較 
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(b)ITU-R 

図３－２.１９ アンテナ利得 20dBiの離隔距離比較 
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図３－２.２０ アンテナ利得 15dBiの離隔距離比較 
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(b)ITU-R 

図３－２.２１ アンテナ利得 10dBiの離隔距離比較 
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３－２－４ FPU 干渉検討結果 
 

FPU は、60GHz帯ミリ波無線システムと隣接した周波数帯である 55GHz帯が割り当てられて

おり、FPU との離隔距離を評価指標として干渉評価結果を行った。FPUと 60GHz 帯ミリ波シス

テムが正対した場合に、大きな離隔距離が必要となるが、アンテナ指向性によりアンテナ角

度差が大きくなるほど、干渉量が緩和される。 

 

 

３－３ 固定マイクロ(エントランス回線)  

３－３－１ 干渉モデル 
 

被干渉システムである固定マイクロ(エントランス回線)に対して、受信系総合雑音レベル

のうち、与干渉源への許容干渉レベル配分として熱雑音に対する割合を設定し、その量を許

容干渉レベルとする許容 INR基準での離隔距離を計算した。 

図３－３.１に示すように、被干渉局と与干渉局を正対した条件での離隔距離を求めると

ともに、与干渉局のアンテナの方向を正対から 30度まで動かした場合の角度をパラメータと

して離隔距離を計算した。また同様に被干渉局側だけのアンテナの方向を動かした場合につ

いても同様の計算を実施した。被干渉局の評価条件を表３－３.１に示す。 
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(a)与干渉局を回転させた場合 
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(b)被干渉局を回転させた場合 

図３－３.１ 固定マイクロに対する干渉モデル 
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表３－３.１ INR基準による評価条件 

項目 値 
 

内容 

送信周波数 58.32 GHz ITx送信周波数 

送信帯域幅 2160 MHz ITx送信帯域幅 

空中線電力 
現行規定：10 

高出力：25 
dBm ITx空中線電力 

送信アンテナ 

利得 

21.9(半値角 15°) 

15.9(半値角 30°) 

10.2(半値角 60°) 

dBi 
ITx送信アンテナ利得 

→IEEEモデル  

アンテナ放射角 0～100 deg. ITxのアンテナ放射角度 

大気吸収損失 13 dB/km 
大気吸収による 58GHz付近の

損失 

受信アンテナ 

利得 
41.9(半値角 1.5°) dBi 

VRx受信アンテナ利得 

→ITU-Rモデル 

受信帯域幅 26 MHz VRx受信帯域幅 

受信帯域 

オフセット 
-19.19 dB 

VRx が受信する干渉波の帯域

内オフセット 

受信機雑音指数 10 dB VRxの雑音指数(NF) 

熱雑音電力 -89.65 dB VRx熱雑音電力 

許容 INR -10 dB VRxの許容 INR 
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図３－３.２ 与干渉局を回転させた場合の離隔距離(10dBm) 

 

 

 

 
 

図３－３.３ 与干渉局を回転させた場合の離隔距離(25dBm) 
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注記）干渉検討に用いたアンテナ指向性は３－１節に示しているが、ITU-R で採用されたア

ンテナ指向性モデル、および IEEEで採用されたアンテナ指向性モデルともに、角度が正面方

向（0°）から大きくずれると、アンテナ利得は負のデシベル値となるものの有限の値として

フロアを打つモデルのため、モデルの制約により図３－３.２、図３－３.３に示したように、

角度を一定以上ずらしても離隔距離がフロアを打つ計算結果となっている。一般的に今回検

討対象とした高利得アンテナでは角度ずらすことにより、実際のアンテナ利得はフロアを打

たず、角度差とともに離隔距離はさらに小さくなる。 

 

 

 

図３－３.４ 被干渉局を回転させた場合の離隔距離(10dBm) 
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図３－３.５ 被干渉局を回転させた場合の離隔距離(25dBm) 

 
３－３－２ エントランス回線の干渉検討結果 
 

エントランス回線における干渉検討価結果については、以下の結果となった。 

 

(1)被干渉システムと与干渉システムが正対する場合においては、干渉が認められた。与干渉

システムが 15.9dBi(半値角 30 度)のアンテナでは、空中線電力 10dBm の条件では離隔距

離 1,369mであるのに対し、空中線電力 25dBmでは離隔距離が 2,204m必要となった。 

(2)被干渉システム、および与干渉システムのアンテナ指向性により、被干渉システムと与干

渉システムのアンテナ角が正対からずれることにより干渉量が緩和される。与干渉側

(15.9dBi)アンテナでは 40 度以上の角度差があれば、離隔距離は 776m となり、干渉量は

大きく緩和される。また被干渉アンテナ側(41dBi)では、10度の角度差があれば離隔距離

は 606m となり、干渉量はさらに緩和される。 

 

上記のようにエントランス回線と 60GHz 帯ミリ波無線システムの間では、特定の設置条件に

より干渉が起こり得るが、設置条件を考慮した運用を行えば共存可能と考えられる。 

３－４ ミリ波レーダー 

３－４－１ ミリ波車載レーダー 
 

本節では、ミリ波車載レーダーとの干渉評価の検討内容について述べる。本システムの干

渉評価は、電波伝搬解析＋干渉計算によるシミュレーション評価である。参考に、ARIBのミ

リ波レーダー無線規格(ARIB STD-T48)を以下に示す。 
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表３－４.１ ARIB STD-T48 ミリ波レーダー無線規格 

No 項目 内 容 備考 

1 使用周波数帯域 60.0GHz～61.0GHz 2.1版より引用 

2 帯域幅 500MHz 以下 2.1版より引用 

3 空中線電力 10mW 以下 2.1版より引用 

4 変調方式 パルス方式／FM-CW方式／ 

SS方式他 

 

5 帯域外領域におけるスプリア

ス発射 

100uW 以下 2.1 版より引用 

6 帯域外領域における不要発射 50uW 以下 2.1 版より引用 

 

 

３－４－１－１ 干渉モデル 
 

60GHz 帯無線システムから、車載レーダーに対する干渉の影響をを検討するため、図３－

４.１に示すような 60m四方の交差点をモデル化した。 
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図３－４.１ 車載レーダー交差点モデルレイアウト図(Top View） 

 
本干渉モデルでは、与干渉送信局(ITx)を交差点コーナーの 4 箇所、また、被干渉受信局

(VRx)は、車道 128箇所のそれぞれいずれか 1箇所に設置した。なお、VRx設置点のうち 4箇

所は、交差点中央の右折を考慮した設置とし、また、その他 124 箇所は、車道を直進する場

合の受信点として 2m間隔で設置した。 
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図３－４.２ 車載レーダー干渉モデル（Top View） 
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図３－４.３ 車載レーダー干渉モデル（Side View） 

 

表３－４.２ 車載レーダー干渉モデルにおける与干渉局/被干渉局設置条件 

装置名 項目 仕様 備考 

与干渉 

送信局 

設置数 4箇所 いずれか 1箇所に設置 

アンテナ高 2m  

被干渉 

受信局 

設置数 128箇所 1方向あたり 32箇所 

アンテナ高 0.5m  

その他 建物 コンクリート  

車道／歩道 アスファルト  

 

 

３－４－１－２ 干渉シナリオ 
 

車載レーダーの干渉シナリオとしては、被干渉受信局(VRx)は自車前方障害物検知のため、
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進行方向にアンテナを向けて、障害物からの反射波を進行方向に移動しながら検出している

状態とした。また、与干渉送信局(ITx)は、インフラストラクチャーモードによる無線通信を

行うアクセスポイントを想定し、地上 2mの高さから、交差点周辺の地上に向けて干渉波を放

射している状態とした。上記シナリオにより、ITx から被る VRxの干渉の影響を検討した。 

AP:アクセスポイント(与干渉送信局:ITx)

載車載レーダー((被 受被干渉受信局::VRx)

22m

10m10m

0 5m0.5m

0.5m

0 m0.5m

干干渉波

 

図３－４.４ 車載レーダー干渉シナリオ 

 

３－４－１－３ 評価方法 
 

車載レーダーである被干渉受信局(VRx)において、検知対象物からの反射波である希望波受

信電力(S)と、与干渉送信局(ITx)からの干渉波受信電力(I)の SIRより、VRx の各設置点にお

ける所要改善量を計算し、その所要改善量から改善が必要な受信点の割合を ITx 空中線電力，

ITx 送信アンテナ半値角，ITxアンテナ放射角および ITxアンテナ仰俯角を可変パラメータと

して評価を行った。 

 

(1)電波伝搬解析手順 

①ITx 設置点選択 

車載レーダー干渉モデルについて、与干渉送信局(ITx)設置点 4地点の中から 1点を選択し

て、電波伝搬解析を行った。 

②パスマップ生成 

ITx から、VRx全設置点について、到達する干渉波のパスロス、放射角および到来角のマッ

プを求めた。 

③ITx 残 3地点解析 

ITx 設置点残り 3地点について、①②演算を繰り返すことにより、ITx全 4地点についての

VRx 設置点における干渉波の送受パスマップを作成した。 

 

(2)干渉計算手順 
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①パラメータ設定 

車載レーダー、ITx、VRx等の各種パラメータ設定 

②希望波受信電力算出 

車載レーダーパラメータにより、VRxにおける対象物からの反射（希望）波受信電力(S)を

算出。 

③干渉波受信電力算出 

与干渉送信局(ITx)パラメータ、被干渉受信局(VRx)パラメータおよび電波伝搬解析におい

て算出した送受パスマップを元に VRx各設置点における干渉波受信電力(I)を ITx設置点毎に

算出した。 

具体的には、ITx パラメータ（設置点、空中線電力、アンテナ半値角、仰俯角）を設定し

た後、ITx アンテナ放射角毎に VRx 全設置点における ITx からの干渉波受信電力を電波伝搬

解析において作成したパスマップより、抽出して加算することにより算出した。 
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図３－４.５ ITxの干渉波放射イメージ（Top View） 

<例：ITx設置点 ITxNo1の場合> 
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図３－４.６ ITxの干渉波放射イメージ（Side View） 
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④SIR算出 

②において算出した希望波受信電力(S)と③において算出した干渉波受信電力(I)の比から、ITx

パラメータ（設置点、空中線電力、アンテナ半値角、仰俯角）毎に SIRを算出。 

⑤所要改善量算出 

車載レーダー所要 CNR より、④において求めた SIRを減算することにより、ITxパラメータ（設

置点、空中線電力、アンテナ半値角、仰俯角）毎に所要改善量を算出。 

 

 

(1)希望波受信電力(反射波受信電力)算出 

レーダー方程式により、自由空間における検知対象物からの反射波受信電力を算出するた

めの計算式を以下に示す。 

 

ra
４

trt
２

r LLRπ)(
σGGPλ

P 34
=  

Pr：反射波受信電力[dBm] 

λ：波長[m] 

Pt：レーダー空中線電力[dBm] 

Gr：受信アンテナ利得[dBi] 

Gt：送信アンテナ利得[dBi] 

σ：反射断面積[m2] 

R：レーダー検知距離[m] 

La：大気減衰量[dB] 

Lr：降雨減衰量[dB] 

 

)/BW(PP radarrr/Hz 1log10+=  

Pr/Hz：反射波受信電力についての単位周波数あたりの受信電力[dBm/Hz] 

BWradar：レーダー帯域幅[GHz] 
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(2)所要改善量算出 

所要改善量算出のための計算式を以下に示す。 

 

)()( VRxITxFITxITxVRxITx LGPP >−>− −+=   

P(ITx->VRx)：被干渉受信局における与干渉波受信電力[dBm] 

PITx：与干渉送信局空中線電力[dBm] 

GITx：与干渉局送信アンテナ利得[dBi] 

LF(ITx->VRx)：与干渉送信局-被干渉受信局間距離の自由空間損失[dB] 

 

)/1log(10)(/)( ITxVRxITxHzVRxITx BWPP += >−>−  

P(ITx->VRx)/Hz：干渉波受信電力についての単位周波数あたりの受信電力[dBm/Hz] 

BWITx：与干渉送信局帯域幅[GHz] 

 

HzVRxITxHzr PPSIR /)(/ >−−=  

SIR：希望（反射）波受信電力と干渉波受信電力の比 

 

SIRRCNRRIV −=  

RIV：所要改善量[dB] 

RCNR：所要 CNR[dB] 

 

 

３－４－１－４ 干渉計算評価 
 

電波伝搬解析における設定パラメータ表３－４.３、干渉計算における設定パラメータを表

３－４.４に示す。 

 

表３－４.３ 電波伝搬解析における設定パラメータ 

 項目 設定 備考 

与干渉 

送信局 

(ITx) 

アンテナ オムニアンテナ  

アンテナ高 2m  

設置数 4点  

偏波 垂直  

空中線電力 10dBm  

周波数 60.48GHz  

被干渉 

受信局 

(VRx) 

アンテナ オムニアンテナ  

アンテナ高 0.5m  

設置数 128 点  
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偏波 垂直  

周波数 60.5GHz  

その他 オブジェクト材

質 

コンクリート  

 

 

表３－４.４ 干渉計算における設定パラメータ 

 項目 設定 備考 

与干渉 

送信局 

(ITx) 

アンテナ半値角 15/30/60度  

アンテナ放射角 0～345度 15度ステップ 

アンテナ仰俯角 -5.7/-11.3/-45度  

空中線電力 10～30dBm 5dB ステップ 

周波数 60.48GHz  

帯域幅 2.16GHz  

設置数 4点  

被干渉 

送信局 

(VTx) 

/ 

被干渉 

受信局 

(VRx) 

アンテナ半値角 5.2 度 送信局/受信局共通 

アンテナ放射角 0/45 度 0度：直進時 

45度：交差点右折時 

アンテナ仰俯角 0度  

空中線電力 3mW 富士通テン技報 35号より引用 

最大検知距離 120m 富士通テン技報 35号より引用 

反射断面積 10m^2  

スキャン角度 ±14度 富士通テン技報 35号より引用 

帯域幅 1kHz  

雑音指数 10dB  

設置数 128 点  

所要 CNR 3dB  

（注１） スキャン角度は、障害物検知のため、自動車直進方向を 0度として、放射波を左右

に走査する角度を表す。 

（注２） 所要 CNRは、希望波受信電力(S)と干渉波受信電力(I)が同じ値の場合、障害物検出

が困難であるため、SIRマージンとして設定した。 
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与干渉送信局(ITx)の設置点毎に、ITx空中線電力および ITx アンテナ半値角を設定した場

合の被干渉受信局(VRx)の全 128地点の改善が必要な場所の割合について、ITx アンテナ放射

角毎の平均値を以下に示す。 

図３－４.７より、ITx 空中線電力 10dBm の場合は、ITx 半値角/ITx 仰俯角の値によらず、

改善が不要な場所の割合は、ほぼ 100%となっている。 

 

ITx 空中線電力 20dBmの場合は、仰俯角-5.2 度/-11.3 度の場合は、改善が不要な場所の割

合は、99%以上、また、仰俯角-45度の場合は、100%となっている。 

ITx 空中線電力 25dBmの場合は、仰俯角-5.2 度/-11.3 度の場合は、改善が不要な場所の割

合は、98%以上、また、仰俯角-45度の場合は、100%となっている。 

ITx 空中線電力 30dBmの場合は、仰俯角-5.2 度/-11.3 度の場合は、改善が不要な場所の割

合は、96.9%以上、また、仰俯角-45 度の場合は、ITx アンテナ半値角 60 度で 98.8%、ITx ア

ンテナ半値角 15度/30度で 100%となっている。 
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図３－４.７ ITxアンテナ半値角および仰俯角別の改善不要な場所の割合 
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表３－４.５ 与干渉送信局(ITx)パラメータ別改善不要な被干渉受信局場所の割合 

ITx 

空 中 線 電

力 

ITxアンテ

ナ仰俯角 

ITxアンテ

ナ 

半値角 

ITxNo1 

設置 

ITxNo2 

設置 

ITxNo3 

設置 

ITxNo4 

設置 

ITxNo 

1-4 平

均 

10dBm 

-5.2度 

15度 99.97% 99.97% 99.97% 99.97% 99.97% 

30度 100% 100% 100% 100% 100% 

60度 100% 100% 100% 100% 100% 

-11.3度 

15度 99.97% 99.97% 99.97% 99.97% 99.97% 

30度 100% 100% 100% 100% 100% 

60度 100% 100% 100% 100% 100% 

-45度 

15度 100% 100% 100% 100% 100% 

30度 100% 100% 100% 100% 100% 

60度 100% 100% 100% 100% 100% 

20dBm 

-5.2度 

15度 99.06% 98.99% 99.06% 99.12% 99.06% 

30度 99.28% 99.22% 99.28% 99.28% 99.27% 

60度 99.97% 99.97% 99.97% 99.97% 99.97% 

-11.3度 

15度 99.38% 99.41% 99.41% 99.41% 99.41% 

30度 99.35% 99.41% 99.38% 99.41% 99.39% 

60度 99.97% 99.97% 99.97% 99.97% 99.97% 

-45度 

15度 100% 100% 100% 100% 100% 

30度 100% 100% 100% 100% 100% 

60度 100% 100% 100% 100% 100% 

25dBm 

-5.2度 

15度 98.4% 98.24% 98.44% 98.4% 98.37% 

30度 98.37% 98.24% 98.44% 98.47% 98.38% 

60度 98.89% 98.93% 98.99% 98.99% 98.95% 

-11.3度 

15度 98.6% 98.6% 98.7% 98.7% 98.65% 

30度 98.67% 98.63% 98.7% 98.67% 98.67% 

60度 98.93% 98.93% 99.06% 99.02% 98.98% 

-45度 

15度 100% 100% 100% 100% 100% 

30度 100% 100% 100% 100% 100% 

60度 99.97% 99.97% 99.97% 99.97% 100% 

30dBm 
-5.2度 

15度 97.82% 97.49% 97.08% 97.85% 97.76% 

30度 97.07% 96.78% 97.01% 97.17% 97.03% 

60度 97.01% 96.71% 96.91% 96.97% 96.9% 

-11.3度 15度 98.08% 97.88% 98.11% 98.11% 98.05% 
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30度 97.17% 96.88% 97.02% 97.27% 97.13% 

60度 97.1% 96.84% 97.04% 97.07% 97.01% 

-45度 

15度 100% 100% 100% 100% 100% 

30度 100% 100% 100% 100% 100% 

60度 98.76% 98.8% 98.89% 98.86% 98.95% 

 

 

３－４－１－５ 車載レーダー干渉検討結果 
 

車載レーダー交差点モデルにおけるシミュレーション結果より、ITx 空中線電力 10dBm～

30dBm について、それぞれの空中線電力における与干渉送信局アンテナ半値角による影響を

比較した場合、ITx 空中線電力 10dBm～25dBm については、ITx アンテナ半値角が狭い方が、

改善が不要な場所の割合が少なくなっているのに対し、ITx空中線電力 30dBm の場合は、ITx

半値角が広い方が、改善が不要な場所の割合が比較的少なくなっている。 

また、ITx 空中線電力 30dBm，ITx送信アンテナ俯角-5.2度，ITx送信半値角 60度の場合が、

改善が不要な場所の割合が最も少なくなっており、その割合は、96.9%となっている。 

 

 

３－４－２ ミリ波踏切障害物検知装置 
 本システムはミリ波を使って踏切を通行する 2.9m 以下の自動車等も検知可能な装置であ

る。送受信機は 3本のミリ波ビームを扇形に送信する。2台の送受信機を踏切に配置し、計 6

本のミリ波ビームで踏切全域にわたり障害物を検出している。 

 

 

図３－４.８ ミリ波踏切障害物検知装置 
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３－４－２－１ 干渉モデル 
 

被干渉システムであるミリ波踏切障害物検知装置と与干渉システムである 60GHz 帯ミリ波

無線システム(IEEE802.11ad)のアンテナ同士が正対した場合を想定し、離隔距離を求めた。

レーダーの無線性能は表３－４.６に示す。 

 

表３－４.６ ミリ波踏切障害物検知装置干渉検討パラメータ 
 

 項目 値 備考 

与干渉 

送信局 

(ITx) 

送信周波数 60.5GHz  

帯域幅 2.16GHz  

空中線電力 10dBm/25dBm  

空中線利得 21.9dBi(半値角 15°) 

15.9dBi(半値角 30°) 

10.2dBi(半値角 60°) 

 

大気吸収損失 15dB/Km 60GHz の大気吸収損失 

被干渉 

受信局 

(VRx) 

空中線利得 28.5dBi 
水平方向半値角：5.4°、9.0° 

垂直方向半値角：2.0° 

周波数 60.5GHz  

空中線電力 10mW  

最大検知距離 25m  

反射断面積 0.001m2(-30dBsm)  

最小受信電力 -98.7dBm/kHz 
帯域幅 1kHz あたりの最小受

信電力 

雑音帯域幅 1kHz 変調帯域幅 300MHz 

マージン 3dB  

レーダー最小 

受信電力 

-131.7dBm/Hz マージンを含む最小受信電

力（1Hzあたり） 
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３－４－２－２ ミリ波踏切障害物検知装置干渉検討結果 
 
 表３－４.７に与干渉システムの空中線電力 10dBm および、25dBm に対し、被干渉システム

のミリ波踏切障害物検知装置のが正対した場合の離隔距離を示す。 

 表３－４.７に示すように、被干渉システムと与干渉システムが正対した場合、与干渉シス

テムの空中線電力が 10dBm、空中線利得 15.9dBiの時に、離隔距離は 32.3m、与干渉システム

の空中線電力が 25dBmの場合、148.5m、また与干渉システムの空中線利得が 10.2dBiの時に、

それぞれ 8.8m、46.3mとなり、最悪条件では若干の干渉が認められる。 

しかしながら、被干渉システムのアンテナ半値角が 5.4°、9°と狭いため、完全に正対し

ない限り共存可能と考える。 

 

表３－４.７ ミリ波踏切障害物検知装置干渉検討結果 

与干渉システムアンテナ条件 離隔距離 

アンテナ半値角 空中線利得 空中線電力=10dBm 空中線電力=25dBm 

15° 21.9dBi 32.3m 148.5m 

30° 15.9dBi 16.8m 83.8m 

60° 10.2dBi 8.8m 46.3m 

 

 

３－５ 60GHz帯無線システム 

３－５－１ 同一システム(IEEE802.11ad) 
 

本節では、60GHz 無線システムのうち被干渉システムとして、今後大きな普及が期待され

る IEEE802.11ad（WiGig）規格対応の同一システム間の干渉検討内容について述べる。 

 
 

３－５－１－１ 干渉モデル 
 

ミリ波無線システムの利用シーンを想定して一般的な会議室モデルを適用した。本会議室

モデルは、実環境として存在する会議室を採寸してモデリングを行った。 

 

表３－５.１ 会議室モデル仕様 

項目 仕様 備考 

モデルタイプ 会議室 実環境をモデリング 

外形寸法 621 x 1080 x 299 [cm]  

基本構成 
コンクリート壁＋防音壁 

ドア 2箇所 
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ガラス窓 1箇所 

オブジェクト 長テーブル 10卓 

会議室のセンター位置を中心

に上下左右対称になるように

長テーブルを 10卓配置 

 

 

60 x 180 x 70 [cm] 

 

 

図３－５.１ 会議室モデル(立体図) 

 

 

図３－５.２ 会議室モデル(平面図) 

 

３－５－１－２ 干渉シナリオ 
 

会議室モデルを用いた既存のミリ波無線システム(ミリ波 WPAN：IEEE802.11.ad)との干渉
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シナリオは、天井に AP：アクセスポイント(VTx)、机上に STA：ステーション(VRx)を配置し、

VTx から VRx 方向に向けて正対にて通信しているものとした。与干渉送信局(ITx)は、机上の

任意の位置に配置し水平方向に任意の角度で与干渉波を送信するものとした。干渉シナリオ

のイメージ図を図３－５.３に示す。 

 

 

図３－５.３ 既存のミリ波無線システム(ミリ波 WPAN：IEEE802.11ad)との干渉シナリオ 

 

干渉シナリオにおけるチャネル割り当ては、被干渉局(VTx-VRx)の使用チャネルをチャネル

2に設定し、与干渉送信局(ITx)の使用チャネルを同一のチャネル 2と、隣接のチャネル 3と、

さらに次隣接のチャネル 4 の 3 つのチャネル割り当てにて評価を行う。チャネル割り当てを

図３－５.４に示す。 

 

 

図３－５.４ 干渉シナリオにおけるチャネル割り当て 

 
３－５－１－３ 評価方法 
 

会議室モデルの全エリアに 10cm間隔で配置された 6527点の被干渉受信局(VRx)の所要改善

量を計算し、その所要改善量から改善が不要な場所率を求めて干渉の影響を評価する。場所

率が高いほど会議室エリアに占める改善不要な受信点の割合が多いことを示す。 

所要改善量は、被干渉システムに与えられる受信感度の規格値から換算した所要 CNR を基準

に求める。なお、所要改善量を求める際、被干渉システムが被る与干渉システムからの干渉

電力は、被干渉システム帯域で受信する電力のため、与干渉システムの 3 つのチャネル割り
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当てによってその電力が異なる。このため IEEE802.11adで定義される送信スペクトルマスク

規定に準じた電力を基準とすることで、被干渉システムの帯域内干渉電力を求める。 

会議室モデルによる電波伝搬解析で得たパス結果をもとに、干渉計算にて希望波と干渉波の

受信レベル計算を行う。求めた受信レベルから SINRと所要改善量を算出し、所要改善量をも

とに改善不要場所率を求める。評価手順を図３－５.５に示す。 

 

希望波・干渉波

受信レベル計算

会議室モデル 計算条件

評価パラメータ

パス結果

SINR・所要改善量

計算

干渉計算

電波伝搬解析

改善不要場所率算出

所要改善量

改善不要場所率

ヒートマップ・CDF/PDF

 

図３－５.５ 評価手順 

評価は、さまざまな条件の環境で求めた平均的な場所率を算出する。VTx の配置位置を基

準に設定した 4 つの評価ケースにて評価を行った。4 つの評価ケース A,B,C,D は、チャネル

の割り当て(同一、隣接、次隣接)、ITxの配置位置、ITx の空中線電力、ITxのアンテナ放射

角、ITx,VTx,VRx のそれぞれのアンテナ半値角を評価パラメータとして可変し、最終的な平

均場所率を算出し評価する。 
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表３－５.２ 評価ケースと評価パラメータ 

評価ケース 
VTx 

配置位置 
評価パラメータ 組合せ数 

A,B,C,D A,B,C,D 

・チャネル割り当て 

同一、隣接、次隣接 

・ITx空中線電力 

 10dBm、20dBm、25dBm、30dBm 

・ITx配置位置 

 4箇所(1、2、3、4) 

・ITxアンテナ放射角 

 0～345度@15 度ステップ 

・ITxアンテナ半値角 

 15度、30度、60度 

・VTxアンテナ半値角 

 15度、30度、60度 

・VRxアンテナ半値角 

 15度、30度、60度 

評価ケース 

(4通り) 

× 

評価パラメータ 

(31104 通り) 

＝ 

全 124416通り 

 
 

既存のミリ波無線システム(IEEE802.11.ad)との干渉評価で扱う SINR(信号電力対干渉雑音電

力比)および所要改善量の計算を以下に示す。 

 

(1) SINR：信号電力対干渉雑音電力比(dB) 

 

))(( VRxITxVRxVRx NBOISSINR ++−=  

VRxS ：VRx の希望波受信電力(dBm) 

VTx 空中線電力( VTxP )、VTx→VRx 自由空間損失( )( VRxVTxPL >− )、VTx および VRx のア

ンテナパターン利得( HP
VTxG , HP

VRxG )を含んだ VTx から VRXへの希望波受信電力。 

VRxI ：VRx の干渉波受信電力(dBm) 

ITx 空中線電力( ITxP )、ITx→VRx 自由空間損失( )( VRxITxPL >− )、ITxおよび VRxのアン

テナパターン利得( HP
ITxG , HP

VRxG )を含んだ ITxから VRX への干渉波受信電力。 

ITxBO ：ITxの送信帯域オフセット(dB) 

ITx の送信スペクトラムマスク規定に準じて、VRxの受信帯域で受信する ITx の送信

電力に対する送信帯域オフセット。 

VRxN ：VRx の受信機雑音電力(dBm) 
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(2) RIV：所要改善量(dB) 

 

SINRRCNRRIV −=  

RCNR ：VRxの所要 CNR(dB) 

SINR ：VRxの信号電力対干渉雑音電力比(dB) 

 
 

３－５－１－４ シミュレーション評価 
 
 (1) 計算条件 

電波伝搬解析の計算条件を表３－５.３に示す。さまざまな条件による干渉評価を行うため、

ITx は高さ 1mの机上に 32点、VTxは高さ 2.5mの天井付近に 4点、VRxは高さ 1mの会議室全

エリアに 10cm間隔で 6527点を配置した。 

 

表３－５.３ 電波伝搬解析の計算条件 

項目 条件 備考 

ITx 

アンテナ オムニアンテナ  

高さ 1m 机上 

配置位置数 32点  

偏波 垂直  

空中線電力 10dBm  

周波数 60.48/62.64/64.8GHz  

VTx 

アンテナ オムニアンテナ  

高さ 2.5m 天井付近 

配置位置数 4点  

偏波 垂直  

空中線電力 10dBm  

周波数 60.48GHz  

VRx 

アンテナ オムニアンテナ  

高さ 1m 机上 

配置位置数 6527 点 10cm 間隔 

偏波 垂直  

建物材質 

壁 コンクリート  

机(長テーブル) 木材  

窓、ドア(一部) ガラス  

窓サッシ アルミニウム  
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(2) ITx,VTx,VRxの配置位置 

電波伝搬解析における ITx,VTx,VRxの配置位置を以下に示す。 

図中の座標(X,Y)の Xは横方向、Yは縦方向であり、単位は[m]である。 

 

2.4m

3.0m

1.8m

0.6m

6 0m

ITx1
（2.4,4.6）

ITx4
(2.4,3.1)

・
・
・
・

ITx17
(8.4,1.6)

・・・・

・
・
・
・

ITx32
(3.0,4.6) ・・・・

10 80m

基準点(X[0] ,Y[0])

2.4m

3.10m

6.21m4.605m

ITx7
(2.4,1.6)

1.60m

1.5m・
・
・
・

ITx8
(3.0,1.6)

ITx16
(7.8,1.6)

ITx12
(5.4,1.6)

ITx20
(8.4,3.1)

ITx23
(8.4,4.6)

・
・
・
・

・・・・

ITx24
(7.8,4.6)・・・・

ITx28
(5.4,4.6)

 

図３－５.６ ITxの配置位置 

 

0 5m 0.5m

0.5m

0.5m1.9m3.0m

1 5m

1.10m

1.8m

0.6m

VTx1(5.4 ,3.1)

VTx2(5.4 ,0.5)

VTx3(10.3 ,3.1)

VTx4(10.3 ,0.5)

10.80m

6 21m

3.10m

基準点(X[0] ,Y[0])

A

B

C

D

 

図３－５.７ VTxの配置位置 
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1.8m

0 6m

10.8m

6.21m

3.10m

基準点(0 ,0)

VRx1
(0.1, 0.1)

5.4m

VRx107
(10.7, 0.1)

VRx54
(5.4, 0.1)

VRx3211
(0.1, 3.1)

VRx3264
(5.4, 3.1)

VRx3317
(10.7, 3.1)

VRx6421
(0.1, 6.1)

VRx6474
(5.4, 6.1)

VRx6527
(10.7, 6.1)

 

図３－５.８ VRxの配置位置 

 

干渉計算の評価パラメータを表３－５.４に示す。 

 

表３－５.４ 干渉計算の評価パラメータ 

項目 評価パラメータ 備考 

ITx 

配置位置数 4点 高さ 1mの机上 

周波数 

同一：60.48GHz (チャネル

2) 

隣接：62.64GHz (チャネル

3) 

次隣接：64.8GHz (チャネル

4) 

チャネル割り当て 

送信帯域オフセット 

同一：0dB 

隣接：-21dB 

次隣接：-30dB 

 

空中線電力 

10dBm 

20dBm 

25dBm 

30dBm 

 

アンテナ半値角(利

得) 

15度(21.8dBi) 

30度(15.9dBi) 
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60度(10.2dBi) 

アンテナ放射角 0～345度@15 度ステップ 24通り 

アンテナ仰俯角 0度 水平 

VTx 

配置位置数 4点 高さ 2.5mの天井付近 

周波数 60.48GHz (チャネル 2)  

空中線電力 10dBm  

アンテナ半値角(利

得) 

15度(21.8dBi) 

30度(15.9dBi) 

60度(10.2dBi) 

 

アンテナ放射角 送受正対する角度  

アンテナ仰俯角 送受正対する角度  

VRx 

配置位置数 6527点 高さ 1mに 10cm間隔 

アンテナ半値角(利

得) 

15度(21.8dBi) 

30度(15.9dBi) 

60度(10.2dBi) 

 

アンテナ放射角 送受正対する角度  

アンテナ仰俯角 送受正対する角度  

受信帯域幅 2160MHz  

雑音指数 10dB  

所要 CNR 8.5dB 

【 IEEE std 

802.11ad-2012】 

SC-PHY MCS5 の受信感度

-62dBm より換算 
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チャネル割り当てが隣接および次隣接の場合、与干渉システムから被干渉システムへ与え

る干渉電力のオフセットレベルは、与干渉システムの送信スペクトルマスク規定を用いて送

信帯域オフセットとして設定した。 

送信帯域オフセット値は、IEEE802.11adの送信スペクトルマスク規定を使用し、隣接の場

合は－21dBr、次隣接の場合は－30dBrを適用した。(同一の場合は 0dBr) 

 

 

図３－５.９ IEEE802.11ad送信スペクトルマスク 

(図：IEEE std 802.11ad-2012 より引用) 

 

 

図３－５.１０ 隣接時の送信帯域オフセット値：-21dBr 

 

 

図３－５.１１ 次隣接時の送信帯域オフセット値：-30dBr 
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(3) アンテナ放射角 

ITx のアンテナ放射角は、図面(図３－５.１２)に示す右水平方向を 0 度とし、反時計回り

に増えていく値をアンテナの放射角と定義する。どの ITxの配置位置でも共通の定義であり、

基本ステップは 15度である。 

 

ITx4

ITx12

ITx20

ITx28

1

2

3

4

与干渉送信局(ITx)

1515°°ステップずつステップずつ
変放射角を変える

0°

9090°°

180°°

0270°

1515°°

 

図３－５.１２ ITx のアンテナ放射角の定義 

 

(4) 所要 CNR 

所要 CNR は、所要改善量を求める際の基準となる値であり、被干渉システムに与えられる

受信感度の規格値から換算して求めた。 

既存のミリ波無線システム(IEEE802.11ad)における受信感度は、IEEE802.11adの規格 IEEE 

std 802.11ad-2012から、標準的な物理チャネルである SC-PHYの MCS5(Modulation:π/2-BPSK, 

Code rate:13/16 LDPC, Data rate:1251.25Mbps)の受信感度－62dBmを適用した。 

所要 CNR への換算は、適用した受信感度から雑音電力を差し引いて換算した。換算式を以下

に示す。 

 

所要 CNR(8.5dB)＝受信感度(-62dBm)－雑音電力(-70.46dBm)※ 

※雑音電力(-70.46dBm)＝雑音電力密度(-173.8dBm/Hz)＋10log 帯域幅(2160MHz)＋雑音指

数(10dB) 

 

シミュレーションにて評価する改善不要場所率は、VTx の配置位置を基準に設定した 4 つ

の評価ケースにて評価を行う。以下に各評価ケースの定義と具体的な評価項目数(パラメータ

の組合せ数)を示す。 
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(A) 評価ケース A 

評価ケース Aは、VTxの配置位置を会議室中央高さ 2.5m の天井付近(VTx1:A)に設置したケ

ースで、高さ 1mに 10cm間隔で配置した 6527 点の各 VRxは、この A点に配置した VTx と正対

して希望波を受信している。ITx は、図３－５.１３に示す 4 点(ITx4:1, ITx12:2, ITx20:3, 

ITx28:4)のいずれか 1箇所の位置に配置され、水平方向のある放射角で干渉波を放射する。 

評価項目数は、ITx配置位置(4通り)×ITx,VTx,VRxアンテナ半値角(27通り)×ITxアンテナ

放射角(24通り)の組合せ 2592通りとなり、これをチャネル割り当て(3 通り)と ITx 空中線電

力(4通り)の組合せで行う。 

 

VTx1

A

ITx4

ITx12

ITx20

ITx28

1

2

3

4

 

図３－５.１３ 評価ケース Aの VTx と ITx の配置位置 

表３－５.５ 評価ケース Aの評価項目数 

チャネル割り当て 
ITx空中線電力 

10dBm 20dBm 25dBm 30dBm 

同一 2,592 2,592 2,592 2,592 

隣接 2,592 2,592 2,592 2,592 

次隣接 2,592 2,592 2,592 2,592 
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(B) 評価ケース B 

評価ケース Bは、VTxの配置位置を会議室中央下壁側高さ 2.5m の天井付近(VTx2:B)に設置

したケースで、高さ 1mに 10cm間隔で配置した 6527 点の各 VRxは、この B点に配置した VTx

と正対して希望波を受信している。ITx は、図３－５.１４に示す 4 点(ITx4:1, ITx12:2, 

ITx20:3, ITx28:4)のいずれか 1箇所の位置に配置され、水平方向のある放射角で干渉波を放

射する。 

評価項目数は、評価ケース Aと同じく、ITx配置位置(4通り)×ITx,VTx,VRxアンテナ半値

角(27 通り)×ITx アンテナ放射角度(24 通り)の組合せ 2592 通りとなり、これをチャネル割

り当て(3通り)と ITx空中線電力(4 通り)の組合せで行う。 

 

VTx2

ITx4

ITx12

ITx20

ITx28

1

2

3

4

B

 

図３－５.１４ 評価ケース Bの VTx と ITx の配置位置 

 

表３－５.６ 評価ケース Bの評価項目数 

チャネル割り当て 
ITx空中線電力 

10dBm 20dBm 25dBm 30dBm 

同一 2,592 2,592 2,592 2,592 

隣接 2,592 2,592 2,592 2,592 

次隣接 2,592 2,592 2,592 2,592 
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(C) 評価ケース C 

評価ケース Cは、VTxの配置位置を会議室中央右壁側高さ 2.5m の天井付近(VTx3:C)に設置

したケースで、高さ 1mに 10cm間隔で配置した 6527 点の各 VRxは、この C点に配置した VTx

と正対して希望波を受信している。ITx は、図３－５.１５に示す 4 点(ITx4:1, ITx12:2, 

ITx20:3, ITx28:4)のいずれか 1箇所の位置に配置され、水平方向のある放射角で干渉波を放

射する。 

評価項目数は、評価ケース Aと同じく、ITx配置位置(4通り)×ITx,VTx,VRxアンテナ半値

角(27 通り)×ITx アンテナ放射角度(24 通り)の組合せ 2592 通りとなり、これをチャネル割

り当て(3通り)と ITx空中線電力(4 通り)の組合せで行う。 
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図３－５.１５ 評価ケース Cの VTx と ITx の配置位置 

 

表３－５.７ 評価ケース Cの評価項目数 

チャネル割り当て 
ITx空中線電力 

10dBm 20dBm 25dBm 30dBm 

同一 2,592 2,592 2,592 2,592 

隣接 2,592 2,592 2,592 2,592 

次隣接 2,592 2,592 2,592 2,592 
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(D) 評価ケース D 

評価ケース Dは、VTxの配置位置を会議室中央右下壁側高さ 2.5mの天井付近(VTx4:D)に設

置したケースで、高さ 1m に 10cm 間隔で配置した 6527 点の各 VRx は、この D 点に配置した

VTx と正対して希望波を受信している。ITx は、図３－５.１６に示す 4点(ITx4:1, ITx12:2, 

ITx20:3, ITx28:4)のいずれか 1箇所の位置に配置され、水平方向のある放射角で干渉波を放

射する。 

評価項目数は、評価ケース Aと同じく、ITx配置位置(4通り)×ITx,VTx,VRxアンテナ半値角

(27 通り)×ITx アンテナ放射角度(24 通り)の組合せ 2592 通りとなり、これをチャネル割り

当て(3 通り)と ITx空中線電力(4通り)の組合せで行う。 
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図３－５.１６ 評価ケース Dの VTx と ITx の配置位置 

 

表３－５.８ 評価ケース Dの評価項目数 

チャネル割り当て 
ITx空中線電力 

10dBm 20dBm 25dBm 30dBm 

同一 2,592 2,592 2,592 2,592 

隣接 2,592 2,592 2,592 2,592 

次隣接 2,592 2,592 2,592 2,592 

 

改善不要場所率の結果詳細は参考資料１に示す。結果から得られた改善不要場所率をまと

めた個別改善不要場所率と、個別改善不要場所率をさらに平均してまとめた全体改善不要場

所率を図３－５.１７～図３－５.２０と表３－５.９、表３－５.１０に示す。 

 

評価ケース毎に比較すると、評価ケース A、B、C、Dの順で改善不要場所率が良い結果とな
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った。アンテナの指向性により、干渉が緩和されることが確認された。隣接や次隣接チャネ

ルでは干渉不要の場所率が 100％に近いことから、同一システムであればチャネル変更など

により共存可能と考えられる。 

 

表３－５.９ 評価ケース A～Dの個別改善不要場所率 

チャネル 

割り当て 

 

ケース 

 

ITx空中線電力 

10dBm 20dBm 25dBm 30dBm 

同一 

A 93.95% 81.53% 71.55% 59.47% 

B 89.63% 73.11% 61.66% 49.08% 

C 87.36% 68.88% 56.13% 42.95% 

D 86.86% 68.78% 56.69% 44.41% 

隣接 

A 99.83% 98.76% 97.31% 94.65% 

B 99.72% 97.9% 95.26% 90.78% 

C 99.33% 96.91% 93.72% 88.65% 

D 98.97% 96.27% 93.15% 88.13% 

次隣接 

A 99.97% 99.79% 99.39% 98.52% 

B 99.94% 99.65% 99.02% 97.51% 

C 99.74% 99.21% 98.3% 96.42% 

D 99.48% 98.84% 97.79% 95.77% 
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図３－５.１７ 個別改善不要場所率(チャネル割り当て：同一)
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図３－５.１８ 個別改善不要場所率(チャネル割り当て：隣接) 

 

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

10dBm 20dBm 25dBm 30dBm

改
善

不
要

場
所

率
(%

)

ITx空中線電力

次隣接

ケースA

ケースB

ケースC

ケースD

 

図３－５.１９ 個別改善不要場所率(チャネル割り当て：次隣接) 
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表３－５.１０ 全体改善不要場所率 

チャネル割り当て 
ITx空中線電力 

10dBm 20dBm 25dBm 30dBm 

同一 89.45% 73.08% 61.51% 48.98% 

隣接 99.46% 97.46% 94.86% 90.55% 

次隣接 99.78% 99.37% 98.63% 97.06% 
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図３－５.２０ 全体改善不要場所率 
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３－５－２ WirelessHD 
 

60GHz 無線システムのうち WirelessHDとの干渉評価の検討内容について述べる。 

 

３－５－２－１ 干渉モデル 
 

本システムにおける干渉モデルは、プロジェクターとテレビモニタとの間を無線にて映像

伝送するような屋内向け映像無線伝送用途の利用シーンを想定し、３－５－１節と同じ会議

室モデルを適用した。会議室モデルを用いた WirelessHD との干渉シナリオは、屋内による

AV 機器向け映像無線伝送を想定し、一例として机上にプロジェクター(被干渉送信局：VTx)、

壁際に壁掛けテレビモニタ(被干渉受信局：VRx)を配置し、プロジェクターからテレビモニタ

に向けて正対にて映像伝送しているものとした。与干渉送信局(ITx)は、机上の任意の位置に

配置し水平方向に任意の角度で与干渉波を送信するものとした。干渉シナリオのイメージを

図３－５.２１に示す。 

 

 

図３－５.２１ WirelessHDとの干渉シナリオ 

 

干渉シナリオにおけるチャネル割り当ては、既存の 60GHz 無線システム(IEEE802.11.ad)

と同じように、被干渉局(VTx-VRx)の使用チャネルをチャネル 2に設定し、与干渉送信局(ITx)

の使用チャネルを同一のチャネル 2 と、隣接のチャネル 3 と、さらに次隣接のチャネル 4 の

3つのチャネル割り当てにて評価を行う。チャネル割り当てを図３－５.２２に示す。 

 

 

図３－５.２２ 干渉シナリオにおけるチャネル割り当て 
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３－５－２－２ 評価方法 
 

被干渉受信局(VRx)の配置位置周辺(会議室モデルの右側 1/4 エリア)に 10cm 間隔で設定し

た 1281 点の VRx を配置する。配置された 1281 点の VRx の所要改善量を計算し、その所要改

善量から改善が不要な場所率を求めて干渉の影響を評価する。場所率が高いほど会議室 1/4

エリアに占める改善不要な受信点の割合が多いことを示す。 

所要改善量は、被干渉システムに与えられる受信感度の規格値から換算した所要 CNR を基準

に求める。なお、所要改善量を求める際、被干渉システムが被る与干渉システムからの干渉

電力は、被干渉システム帯域で受信する電力のため、与干渉システムの 3 つのチャネル割り

当てによってその電力が異なる。このため IEEE802.11adで定義される送信スペクトルマスク

規定に準じた電力を基準とすることで、被干渉システムの帯域内干渉電力を求める。評価手

順は、既存の 60GHz帯ミリ波システム(IEEE802.11.ad)と同じである 

評価は、1つの VTxの配置位置を固定とした評価ケース Eにて評価を行う。評価ケース Eは、

チャネルの割り当て(同一、隣接、次隣接)、ITxの配置位置、ITxの空中線電力、ITxのアン

テナ放射角、ITx,VTx,VRx のそれぞれのアンテナ半値角を評価パラメータとして可変し、最

終的な平均場所率を算出し評価する。 

なお、被干渉局(VTx,VRx)のアンテナ半値角は、参考資料※に記載のアンテナ利得 10dBi～

20dBi より、19度(20dBi), 33度(15dBi), 61度(10dBi)を設定した。 

※IEEE802.11-09-0960-00-00ad, ”Wireless HD Specification and  Coexistance 

Capabilities” 

表３－５.１１ 評価ケースと評価パラメータ 

評価ケース 
VTx 

配置位置 
評価パラメータ 組合せ数 

E E 

・チャネル割り当て 

同一、隣接、次隣接 

・ITx空中線電力 

 10dBm、20dBm、25dBm、30dBm 

・ITx配置位置 

 4箇所(1、2、3、4) 

・ITxアンテナ放射角 

 0～345度@15 度ステップ 

・ITxアンテナ半値角 

 15度、30度、60度 

・VTxアンテナ半値角 

 19度、33度、61度 

・VRxアンテナ半値角 

 19度、33度、61度 

評価ケース 

(1通り) 

× 

評価パラメータ 

(31104 通り) 

＝ 

全 31104通り 
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既存の 60GHz 帯ミリ波無線システム(WirelessHD)との干渉評価で扱う SINR(信号電力対干

渉雑音電力 )および所要改善量の計算は、既存の 60GHz 帯ミリ波無線システム (I 

EEE802.11.ad)と同じである。 

 

 

３－５－２－３ シミュレーション評価 
 
 (1) 計算条件 

電波伝搬解析の計算条件を表３－５.１２に示す。基本となる条件は既存の 60GHz帯ミリ波

無線システム(IEEE802.11.ad)と同じである。相違点は VTxの配置位置と配置点数および VRx

の配置点数である。 

表３－５.１２ 電波伝搬解析の計算条件 

項目 条件 備考 

ITx 

アンテナ オムニアンテナ  

高さ 1m 机上 

配置位置数 32点  

偏波 垂直  

空中線電力 10dBm  

周波数 

60.48GHz 

62.64GHz 

64.8GHz 

 

VTx 

アンテナ オムニアンテナ  

高さ 1m 机上 

配置位置数 1点  

偏波 垂直  

空中線電力 10dBm  

周波数 60.48GHz  

VRx 

アンテナ オムニアンテナ  

高さ 1m 机上 

配置位置数 1281 点 10cm 間隔 

偏波 垂直  

建物材質 

壁 コンクリート  

机(長テーブル) 木材  

窓、ドア(一部) ガラス  

窓サッシ アルミニウム  
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(2) ITx,VTx,VRxの配置位置 

ITx の配置位置は、既存の 60GHz帯ミリ波無線システム(IEEE802.11.ad)と同じである。電

波伝搬解析における VTxと VRxの配置位置を以下に示す。 

VTx は E点に 1つ配置し、VRxは会議室の右側 1/4エリアに 10cm間隔で 1281点配置する。 

 

E

 

図３－５.２３ VTx と VRxの配置位置 

 

(1) 評価パラメータ 

干渉計算の評価パラメータを表３－５.１３に示す。 

 

表３－５.１３ 干渉計算の評価パラメータ 

項目 パラメータ 備考 

ITx 

配置位置数 4点 高さ 1mの机上 

周波数 

同一：60.48GHz (チャネル 2) 

隣接：62.64GHz (チャネル 3) 

次隣接：64.8GHz (チャネル 4) 

チャネル割り当て 

送信帯域 

オフセット 

同一：0dB 

隣接：-21dB 

次隣接：-30dB 

 

空中線電力 

10dBm 

20dBm 

25dBm 

30dBm 
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アンテナ半値角 

(利得) 

15度(21.8dBi) 

30度(15.9dBi) 

60度(10.2dBi) 

 

アンテナ放射角 0～345度@15 度ステップ 24通り 

アンテナ仰俯角 0度 水平 

VTx 

配置位置数 1点 高さ 1mの机上 

周波数 60.48GHz (チャネル 2)  

空中線電力 10dBm  

アンテナ半値角 

(利得) 

19度(20dBi) 

33度(15dBi) 

61度(10dBi) 

IEEE802.11-09-0960-00-0

0ad, ”Wireless HD 

Specification and 

Coexistance 

Capabilities” 

アンテナ放射角 送受正対する角度  

アンテナ仰俯角 送受正対する角度  

VRx 

配置位置数 1281点 高さ 1mに 10cm間隔 

アンテナ半値角 

(利得) 

19度(20dBi) 

33度(15dBi) 

61度(10dBi) 

IEEE802.11-09-0960-00-0

0ad, ”Wireless HD 

Specification and 

Coexistance 

Capabilities” 

アンテナ放射角 送受正対する角度  

アンテナ仰俯角 送受正対する角度  

受信帯域幅 2160MHz  

雑音指数 10dB  

所要 CNR 2.5dB 

【WirelessHD Standard】 

HRP mode0 の受信感度

-68dBm より換算 

 

(2) 送信帯域オフセット 

隣接および次隣接のチャネル割り当てによる送信帯域オフセットの設定の考えは、既存の

60GHz 帯ミリ波無線システム(IEEE802.11.ad)と同じである。 

 

(3) アンテナ放射角 

ITx のアンテナ放射角も同様に、既存の 60GHz帯無線システム(IEEE802.11.ad)と同じであ

るため、詳細は省く。 
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(4) 所要 CNR 

所要 CNR は、所要改善量を求める際の基準となる値であり、被干渉システムに与えられる

受信感度の規格値から換算して求めた。 

既存のミリ波無線システム(WirelessHD)における受信感度は、WirelessHDの規格から、標準

的なマンダトリチャネルである HRP(High-RatePHY)の mode0 (Modulation:QPSK, Code 

rate:1/3EEP, Data rate:952Mbps)の受信感度－68dBmを適用した。 

所要 CNR への換算は、適用した受信感度から雑音電力を差し引いて換算した。換算式を以

下に示す。 

 

所要 CNR(2.5dB)＝受信感度(-68dBm)－雑音電力(-70.46dBm)※ 

※雑音電力(-70.46dBm)＝雑音電力密度(-173.8dBm/Hz)＋10log 帯域幅(2160MHz)＋雑音指

数(10dB) 

 

３－５－２－２節に述べたように、シミュレーションにて評価する改善不要場所率は、1

つの VTx の配置位置を基準に設定した評価ケース E にて評価を行う。以下に評価ケース E の

定義と具体的な評価項目数(パラメータの組合せ数)を示す。 

評価ケース Eは、VTxの配置位置を会議室左側高さ 1mの机上(VTx:E)に設置したケースで、

同様に高さ 1mに 10cm間隔で配置した 1281点の各 VRx は、この E点に配置した VTxと正対し

て希望波を受信している。ITx は、図３－５.２４に示す 4 点(ITx4:1, ITx12:2, ITx20:3, 

ITx28:4)のいずれか 1箇所の位置に配置され、水平方向のある放射角で干渉波を放射する。 

評価項目数は、ITx配置位置(4通り)×ITx,VTx,VRxアンテナ半値角(27通り)×ITxアンテ

ナ放射角(24通り)の組合せ 2592通りとなり、これをチャネル割り当て(3通り)と ITx空中線

電力(4 通り)の組合せで行う。 
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VTxVTxととITx4ITx4は同じ位置は同じ位置

 

図３－５.２４ 評価ケース Eの VTx と ITx の配置位置 
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表３－５.１４ 評価ケース Eの評価項目数 

チャネル割り当て 
ITx空中線電力 

10dBm 20dBm 25dBm 30dBm 

同一 2,592 2,592 2,592 2,592 

隣接 2,592 2,592 2,592 2,592 

次隣接 2,592 2,592 2,592 2,592 

 

改善不要場所率の詳細結果を参考資料２に示す。 

 

(2) 評価ケース Eの個別改善不要場所率 

 

表３－５.１５ 評価ケース Eの個別改善不要場所率 

チャネル割り当て 
ITx空中線電力 

10dBm 20dBm 25dBm 30dBm 

同一 84.42% 57.9% 41.4% 23.73% 

隣接 99.5% 96.82% 93.14% 86.15% 

次隣接 99.88% 99.4% 98.46% 96.26% 
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図３－５.２５ 評価ケース Eの個別改善不要場所率 

 

60GHz 帯ミリ波無線システム（IEEE802.11ad）と同様に、被干渉局側で適用するアンテナ



 

 - 94 - 

パターン(半値角)に大きく左右される結果となっている。具体的には、VRx で適用するアン

テナの半値角が広いほど(利得が小さいほど)干渉を受けやすく、その影響が大きい。VTx の

半値角も同様に影響を及ぼすため、被干渉局の送受アンテナの組み合わせによっては干渉の

影響度合いが大きく異なると言える。ただし、これは、ITx のアンテナ放射角に依存され、

干渉波が反射波として VRx に被る場合の影響であり、直接波として VRx に被る場合はアンテ

ナ半値角に左右されず一様に干渉の影響を受ける。 

与干渉局と被干渉局のチャネル割り当てが隣接または次隣接に設定した場合の干渉の影響

については、ITx の空中線電力を 30dBm まで増力した場合でも、改善不要場所率は全て 86%

以上を確保する結果となり、周波数共用に関して問題ないレベルであると考えられる。 

一方、与干渉局と被干渉局のチャネル割り当てが同一に設定した場合の改善不要場所率は、

ITx の空中線電力が 10dBm時で約 84%、20dBm時で約 58%、25dBm時で約 41%、30dBm 時で約 24%

となり、ITx の空中線電力を増大するにつれて場所率が低くなる結果となった。しかしなが

ら、既存システムである WirelessHDは、キャリアセンスや CCA(Clear Channel Assessment)

などの機能を具備しているため、すでに使用中のチャネルへの新規割り当てや干渉時には空

きチャネルへの再割り当てすることによって、同一チャネル割り当てによる干渉を回避する

ことが可能であり、実運用上は共用が可能であると考えられる。 
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３－５－３ ミリ波画像伝送システム（集合住宅向け共同受信システム） 

３－５－３－１ 干渉モデル 
 
ミリ波画像伝送システムの代表的な運用形態の一つとして、図３－５.２６に示すような集

合住宅の屋上等で屋外アンテナに接続された基地局送信機から、各家庭のベランダ等に設置

された加入者局受信機へ伝送する、縦系と呼ばれるシステムが実用化されている。 

 

 

図３－５.２６ ミリ波画像伝送システムの代表的な運用形態 

 

代表的な運用形態において、ベランダ等、屋外に設置されたミリ波画像伝送システムの受

信機に対し、図３－５.２７に示すように室内で 60GHz帯ミリ波無線システム(IEEE802.11ad)

を使用するケースを干渉シーンとして想定し、IEEE802.11adがミリ波画像伝送システムに与

える干渉の影響を机上計算で所要改善量を求めることによって検討する。 

 

 

高出力WPAN
ミリ波画像伝送

受信機

ベランダ

 

図３－５.２７ 干渉シーンの一例 
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３－５－３－２ 評価方法 
 
評価は、図３－５.２８に示すように、被干渉受信機と与干渉送信機との距離、アンテナ放

射角、与干渉空中線電力をパラメータとして所要改善量を机上計算する。 

 

アンテナ放射角
0～90度被干渉受信機

与干渉送信機
（被干渉受信機の方向を0度とする）

ベランダ

距離(d)

（上面視）

 

図３－５.２８ 評価における各パラメータの関係 

 

３－５－３－３ 机上計算評価 
 
干渉シナリオとして、ミリ波画像伝送システムと高出力 WPANが同一周波数帯で、ミリ波画

像伝送システムの最大周波数帯域幅が最も広い、多重化方式 IIα-K（帯域幅 2.5GHz）を設

定した。 

IEEE802.11adと ARIB STD-T69 の周波数配置関係を図３－５.２９に示す。 

 

 

57 58 59 60 61 62 63 64 65 66

ARIB STD T-69
Type2-K

(60.05GHz)

Ch1
58.32GHz

Ch2
60.48GHz

Ch3
62.64GHz

GHz

Ch4
64.80GHz

 
 

図３－５.２９ IEEE802.11adと ARIB STD-T69(3.0 版)の周波数配置 
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本検討における評価パラメータを表３－５.１６に示す。 

 

表３－５.１６ 評価パラメータ 

システム 項目 記号 仕様 備考 

被干渉装置 

（ミリ波画

像 伝 送 装

置） 

周波数 VTxf  60.05GHz ARIB STD-T69 3.0版 

TypeⅡ-αK 帯域幅 VRxBW  2.5GHz 

空中線電力 VTxP  10dBm 

シャープ技報 第 93

号 

2005 年 12月より 

送信アンテナ利得 
MAX

VTxG  22dBi 

受信アンテナ利得 
MAX

xVG R  23dBi 

NF VRxNF  7dB 

所要 CNR RCNR  18dB 

伝送距離ｗ VRx)(VTx-D >  
35m 

（10階建相当） 

与干渉方向の受信

アンテナ利得 

（90度方向） 

 
deg90

RxVG  

 

-20dBi 

23dBi ホーンアンテ

ナ 

90度方向利得実測値 

与干渉装置 

（高出力 

WPAN） 

周波数 ITxf  60.48GHz 802.11ad Ch2 

送信アンテナ 

半値角 

（最大利得） 
3dB-θ  

15度 (21.9dBi) 
5.3.4.2 記載のアン

テナモデル 
30度 (15.9dBi) 

60度 (10.2dBi) 

空中線電力 VTxP  
10dBm、20dBm 

25dBm、30dBm 

 

 

与干渉源との距離 VRx)(ITx-D >  2m～10m  

 

机上計算は下記に示すとおり、ミリ波画像伝送システム受信機において受信機の熱雑音と

干渉電力が加算された SINRを求め、所要 CNRとの差分を所要改善量として評価した。所要改

善量がマイナスの場合は改善不要、プラスの場合は改善が必要であることを表す。 

 

被干渉自由空間損失 VRx)p(VTxL >− (dB)  λ）π /4log(20 VRx)(VTx-VRx)p(VTx DL >>- =  

 

被干渉受信電力 VRxP (dBm)       
MAX

VRxVRx)p(VTx
MAX

VTxVTxVRx GLGPP +−+= >−  

 

受信機雑音電力 VRxN (dBm)       VRxVRxVRx NFBWN ++−= )log(108.173  

 

被干渉受信機 CN  CNR (dB)      VRxVRx NPCNR −=  

 

与干渉自由空間損失 VRx)p(ITxL >− (dB)  ）λπ /4log(20 VRx)(ITx-VRx)p(ITx DL >>- =  

 

与干渉受信電力 IRxP (dBm)      
deg90

RR xVVRx)p(VTx
HP

xIIVTxIVRx GLGPP +−+= >−  
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受信機における熱雑音と干渉電力の合計電力 VIRxN (dBm) 

)1010log(10 10/10/ IVRxVRx PN
VIRxN +=  

 

受信機の信号電力対干渉雑音電力 SINR (dB) 

VIRxVRx NPSINR −=  

 

所要改善量 RIV (dB)         SINRRCNRRIV −=  

 

 

所要改善量の計算結果より、与干渉空中線電力、与干渉アンテナ半値角に対して、干渉回

避可能な被干渉受信機との距離と、与干渉アンテナ放射角の関係を表３－５.１７に示す。 

 

表３－５.１７ ミリ波画像伝送システムへの干渉回避可能な、IEEE802.11adの条件 

与干渉 

空中線電力 

(dBm) 

与干渉アンテナ 

半値角 (度) 

干渉回避可能な 

与干渉アンテナ放射角 

d=2m d=4m d=6m 

10 

15 0 0 0 

30 0 0 0 

60 0 0 0 

20 

15 14度以上 8度以上 3度以上 

30 17度以上 0 0 

60 0 0 0 

25 

15 16度以上 13度以上 10度以上 

30 27度以上 15度以上 0 

60 32度以上 0 0 

30 

15 18度以上 16度以上 13度以上 

30 32度以上 25度以上 18度以上 

60 50度以上 21度以上 0 

 

所要改善量の計算結果の詳細を図３－５.３０～図３－５.４１に示す。与干渉送信アンテナ

の半値角が狭い場合、干渉を与える角度は小さいが、被干渉受信機からの距離を離しても干

渉を与えることになる。 

一方、与干渉送信アンテナの半値角が広い場合、受信機からの距離が近い場所では干渉を

与える角度が広いが、距離を離すと半値角が狭いアンテナに対して干渉の影響は小さくなる。 
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図３－５.３０ 所要改善量計算結果 

【空中線電力 10dBm 与干渉アンテナ半値角 15度（最大 EIRP 31.9dBm）】 
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図３－５.３１ 所要改善量計算結果 

【空中線電力 10dBm 与干渉アンテナ半値角 30度（最大 EIRP 25.9dBm）】 
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図３－５.３２ 所要改善量計算結果 

【空中線電力 10dBm  与干渉アンテナ半値角 60度（最大 EIRP 20.2dBm）】 
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図３－５.３３ 所要改善量計算結果 

【空中線電力 20dBm 与干渉アンテナ半値角 15度（最大 EIRP 41.9dBm）】 
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図３－５.３４ 所要改善量計算結果 

【空中線電力 20dBm 与干渉アンテナ半値角 30度（最大 EIRP 35.9dBm）】 
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図３－５.３５ 所要改善量計算結果 

【空中線電力 20dBm 与干渉アンテナ半値角 60度（最大 EIRP 30.2dBm）】 
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図３－５.３６ 所要改善量計算結果 

【空中線電力 25dBm 与干渉アンテナ半値角 15度（最大 EIRP 46.9dBm）】 
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図３－５.３７ 所要改善量計算結果 

【空中線電力 25dBm 与干渉アンテナ半値角 30度（最大 EIRP 40.9dBm）】 
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図３－５.３８ 所要改善量計算結果 

【空中線電力 25dBm 与干渉アンテナ半値角 60度（最大 EIRP 35.2dBm）】 

 

 

 

-15

-10

-5

0

5

10

15

0 15 30 45 60 75 90

与干渉アンテナ放射角 [deg]

所
要

改
善

量
 [

dB
]

2

4

6

8

10

距離(m)

 

図３－５.３９ 所要改善量計算結果 

【空中線電力 30dBm 与干渉アンテナ半値角 15度（最大 EIRP 51.9dBm）】 
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図３－５.４０ 所要改善量計算結果 

【空中線電力 30dBm 与干渉アンテナ半値角 30度（最大 EIRP 45.9dBm）】 

 

 

 

-15

-10

-5

0

5

10

15

0 15 30 45 60 75 90

与干渉アンテナ放射角 [deg]

所
要

改
善

量
 [

dB
]

2

4

6

8

10

距離(m)

 

図３－５.４１ 所要改善量計算結果 

【空中線電力 30dBm 与干渉アンテナ半値角 60度（最大 EIRP 40.2dBm）】 
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３－５－４ ミリ波画像伝送システム（ビル陰衛星放送受信障害対策） 
 

 ミリ波画像伝送システムの他の運用形態としては、図３－５.４２に示すようなビル陰に対

する衛星放送受信障害対策がある。ビル上などに、送信機、受信機を設置し衛星放送受信用

アンテナで受信された信号を 60GHz帯に周波数変換し中継するものである。 

 

 

図３－５.４２ ミリ波画像伝送システム（ビル陰衛星放送受信障害対策） 

 

アンテナ利得が異なるものの、設置条件から３－３節で検討したエントランス回線に近い

干渉が必要と考えられる。被干渉システムとして表３－５.１８に示すようなミリ波画像伝送

システム（ビル陰衛星放送受信障害対策）と与干渉システムとして 60GHz 帯ミリ波無線シス

テム(IEEE802.11ad)を想定し、INR基準を-10dBとして両者が正対した場合の離隔距離を計算

した。 

計算結果を表３－５.１９に示す。被干渉システムの帯域幅が 1ch あたり 34.5MHz、受信空

中線利得が 23dBi の条件下では、与干渉システムの空中線利得が 10dBm、アンテナ利得が

15.9dBiの場合、離隔距離は 354.6 m、空中線利得が 25dBm、アンテナ利得が 15.9dBiの場合

は 849 mとなった。また被干渉システムの帯域幅が 1ch あたり 6MHz、受信空中線利得が 36dBi

の条件下では、与干渉システムの空中線利得が 10dBm、アンテナ利得が 15.9dBi の場合、離

隔距離は 771.2mm、空中線利得が 25dBm、アンテナ利得が 15.9dBiの場合は 1418.4mとなった。

３－３節で検討したエントランス回線に比べて干渉量は緩和されている。 
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与干渉システムおよび被干渉システムのアンテナ角度が正対からずれることにより、干渉

量はさらに低減される。また与干渉システムが隣接チャネルや次隣接チャネルを利用するこ

とで、干渉量は大幅に低減される。このような設置、運用条件を考慮することで共存が可能

と考える。 

 

 

表３－５.１８ 評価パラメータ 

システム 項目 仕様 備考 

被干渉装置 

（ミリ波画像

伝送装置） 

周波数 60.05GHz  

帯域幅 
34.5MHz 828MHz/24ch  

6MHz  66MHz/11ch 

空中線電力 10dBm  

受信アンテナ利得 23dBi/36dBi IEEE モデル 

NF 15dB  

許容 INR -10dB  

与干渉装置 

（ IEEE802.11

ad） 

周波数 60.48GHz 802.11ad Ch2 

送信アンテナ 

半値角 

（最大利得） 

15度 

(21.9dBi) 

IEEE モデル 
30度 

(15.9dBi) 

60度 

(10.2dBi) 

空中線電力 
10dBm 

25dBm 

 

 

 

 

表３－５.１９ 許容 INRによる離隔距離計算結果 

被干渉 

システム 

与干渉 

空中線利得 

与干渉 

空中線電力 

10dBm 

与干渉 

空中線電力 

25dBm 

帯域幅：34.5MHz 

空中線利得： 

23dBi 

21.9dBi 524.4m 1096.9m 

15.9dBi 354.6m 849.0m 

10.2dBi 228.3m 635.4m 

帯域幅：6MHz 

空中線利得： 

36dBi 

21.9dBi 1010.9m 1707.4m 

15.9dBi 771.2m 1418.4m 

10.2dBi 567.5m 1155.7m 
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３－６ 60GHz帯近接無線システム 

 
近年、開発・標準化が進められつつある近接通信システム（802.15.3e）等既存無線システ

ム以外の無線局と、802.11adに代表される高出力化したシステムとの間の周波数共用につい

て、利用シーンなどを勘案した場合、同一周波数利用による見通し通信等、一定の条件が整

えば干渉が生じる可能性がある。 

 

新たな 60 GHz帯小電力無線システムの技術的条件では、国際協調を鑑み、最大の空中線電

力を 250 mW、EIRP40dBm(空中線利得の下限値は 10 dBi)を要望している。しかしながら、空

中線電力の高出力化に伴い、802.11ad などの無線システムのすべての無線局が空中線電力

250 mW、アンテナゲイン 10 dBiとなるわけではなく、実際は利用形態に応じて適切な最大空

中線電力とアンテナゲインが設定される。具体的に、携帯電話、スマートフォンなどに搭載

される場合は、消費電力などの関係もあり空中線電力 10 ～17 dBm 程度に抑えられ、アンテ

ナゲイン 15 dBi 程度が現実的な値と考えられている。PC やタブレットなどの場合は、空中

線電力は 20dBm 程度以下、アンテナゲイン 15dBi 程度が想定される。また、屋内に設置され

るアクセスポイントでは空中線電力は 19～20 dBm、アンテナゲインは 15～20 dBi 程度を想

定した開発が進められている。さらに屋外に設置するようなアクセスポイントやバックホー

ルへの応用も開発が進められており、空中線電力 24 dBmを利用するシステムの試作機が既に

開発されているところである。 

 

一方、ビームフォーミングに使用されるアレーアンテナにおいては、主ビームから-13～-20 

dB 程度減衰したサイドローブが発生し、ビームフォーミングを行ったとしても、これらのサ

イドローブからの電力によって他の無線局に干渉を与える可能性がある。干渉の発生するエ

リアは、空中線電力の大きさに関係するが、先に述べたようにすべての無線局が最大空中線

電力 24 dBm で輻射するわけではなく、実際は空中線電力が 20 dBm 以下の無線局も多く利用

されることが想定されるため、干渉発生のエリアは小さくなる。また、空中線電力が必要最

小限となるように自動的に制御する機能を有すること、さらに近接通信システムが常に

802.11adの無線局と見通しにあるとも限らず、人体吸収損や他の遮蔽物等で信号が減衰する

可能性があることを考慮すると干渉発生のエリアはさらに小さくなることが考えられる。そ

の他、近接通信システムと 802.11adの通信が同時に起こる可能性が時間率 100 %とはならな

いため、干渉の発生する確率はさらに小さくなる。なお、参考として、ナイフエッジ法によ

る 11ad から 15.3e のシャドーイングによる損失についての計算を図３－６.１に示す。完全

に影となった場合は 30dB程度のシャドーイング損失となると考えられる。 
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図３－６.１ 11adから 15.3eへの人体によるシャドーイング損失の計算例 

 

また、802.11adでは標準でキャリアセンスの実施が義務化されている。これは免許不要の

周波数帯で運用することを前提としての設計であり、干渉がある場合には通信を行わないよ

うにして複数の無線局で周波数を共用する仕組みとなっている。また、2.4 GHz、5 GHz の無

線 LANも同時にサポートする無線局では通信が行えない環境では 60 GHz帯以外の周波数も利

用するので、60 GHz で通信が出来ない状態で不要な電波を送信し続けるようなことはない。 

さらに、運用面において、60GHz帯の使用チャネルを 802.15.3eと 802.11adで棲み分けを

行うというのも、有効な干渉回避策であると考えられる。 

 

それぞれのシステムは免許不要の無線局であり複数のシステムで周波数共用を行うことが

前提であるため、一定の干渉があることを許容することが求められる。 

802.11ad の需要予測やメーカ各社の製品化動向をを考えると、今後 802.11ad が広く普及

していくことは容易に想像できる。世界的にも普及が見込まれる 802.11adと今後、周波数を

共用する新たな無線システムにおいては、国内だけで無く、国際的な利用環境の中で技術競

争力の観点から 802.11adと同様にキャリアセンス、あるいはその他の周波数共用技術のサポ

ート、またはさまざまな周波数共用の方策が取られることが期待される。 

なお、既に近接システム側においては、国際的に普及が見込まれる 802.11adの無線局と同

一周波数帯で共存を可能とする送信方式などの研究開発も進められており、一定の成果を得

ているところである。 

 

近接通信システムの普及予測や具体的な利用率などが示されていない状況では、定量的な

干渉発生の時間率、場所率を求めることは困難であるが、免許不要の無線局の運用の実態に

照らし合わせ、上述した条件を総合的に勘案すれば許容すべき干渉のレベルであると判断す
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ることが可能である。 

 

以上の検討結果を踏まえると、空中線電力を 10mWから 250mW(EIRP 40dBm)に増力しても、

周波数の共用は十分可能であると考えられる。 

 

 

３－７ 探査衛星業務 

 

探査衛星業務に関して、日本では現在利用されていないが、米国 NOAA(海洋大気庁）や

EUMETSAT(欧州気象衛星機関）が運用する低軌道衛星が世界の降雨強度等を観測するために

60GHz 付近の周波数を観測（受動）している。 

これら衛星は、日本の上空も通過していることから、60GHz 帯無線システムが与える影

響について、干渉検討を実施した。 

 

干渉検討の条件として、１－４節に記載してある普及予測に基づき普及密度を求め、衛

星に搭載されている SSMIS (Special Sensor Microwave Imager Sounder/大気サウンダ)の

最大可視範囲内に存在する 250mW出力の 60GHz帯デバイスから受ける、総電力を計算した。 

 詳細の検討結果については参考資料３に示す。SSMIS が受ける干渉量は-224.219dBm/MHzと

なった。ITU-R 勧告 RS. 2017 において、EESS(PASSIVE)における 60GHz 帯の保護基準が定め

られており、 -169dBW/100MHz という規定がされているところ。先ほどの干渉量

-224.219dBm/MHzを換算すると-234.219dBW/100MHzとなり、所要改善量は-65.219dBとなり、

保護基準は十分満足できるものと考えられる。  

 

 

３－８ 電波天文 

 

電波天文業務については、周波数割当計画脚注 J272 により 64-65GHz において使用するこ

とができるとされているが、酸素吸収による宇宙電波の減衰が大きいことから現在観測され

ておらず、今後の観測予定もない。 

他方、60GHz 帯無線設備の 2 次高調波が、一酸化炭素の電波天文観測帯域(115.271GHz)と

重複する場合、一酸化炭素観測に深刻な干渉被害を発生するおそれがある。そのため、60GHz

帯無線設備から発射される 2次高調波について測定を行った。 

結果としては、現在市販される測定装置 *では、測定できない程度の極めて低いレベルとな

った。また、120GHz 帯においては、20m 離隔すると 100dB 程度の自由空間損失が発生する。

これらの状況を勘案すると、60GHz 帯無線システムから電波天文に対する干渉は極めて小さ

く、共用は可能であると考えられる。 

 

*一例としてキーサイト社(米国)製スペクトラムアナライザ(N9029AV06)のノイズフロアは
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-150dBm/Hzとなる。 
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第４章 新たな 60GHz帯無線設備の技術的条件の検討 
 
 60GHz 帯を利用した無線 LAN システム（IEEE802.11ad/WiGig）の国際標準化に伴い、大容

量コンテンツを高速転送可能なシステムとして利用が急増していくことが想定されるため、

諸外国との技術基準と調和を図り、かつ、既存無線システムへの影響を配慮しつつ、必要な

技術的条件の検討を行った。 

既存システムとの干渉検討結果を踏まえつつ、新たな無線システムの利用環境を考慮し、

従前の技術基準のうち、以下のとおり、必要な規定の見直しを行うことが適当と考えられる。 

 

 

４－１ 空中線電力 

 

 空中線電力については、従前の技術基準において 10mW 以下とされているところ、平成 25

年度に実施した技術試験事務での検討においては、60GHz帯無線システムの出力を 1Wにした

としても被干渉側との共用は可能という結果となった。 

しかしながら、現在国際標準化が進められている近距離通信ニーズ等の利用を踏まえた場

合、空中線電力が 1Wの出力では干渉の懸念があること、また高出力の 60GHzの周波数帯に対

応する無線チップの開発は当面想定されていないことを考慮し、新たな無線システムの当面

の利用ニーズへの対応及び諸外国の技術基準との一定の調和を図るため、250mW以下とする。 

なお、今後の利用状況や開発状況を踏まえ、必要な技術的条件の見直しをしていくことと

する。 

 

 

４－２ 空中線利得及び等価等方輻射電力 

 

空中線利得については、従前の技術基準において 47dBi 以下とされているところ、新たな

無線システム（IEEE802.11ad/WiGig）に対応した製品は、ビームフォーミングを行うため、

空中線利得は 15dBi程度と想定されている。 

また、諸外国においては、空中線利得を制限しているケースはほとんどなく、等価等方輻

射電力(EIRP)により規定されており、概ね 40dBm 程度となっている。そこで我が国において

も、諸外国の技術基準との調和を図るため、等価等方輻射電力による規定を行うこととし、

空中線電力 250mW と一般的な空中線利得値である 15dBi を勘案し、その値を 40dBm 以下とす

る。 

ただし、空中線電力が高出力の場合、無指向の空中線を使用すると、他の無線局への影響

が考えられるため、空中線電力が 10mWを超える場合には、使用する空中線は指向性を有する

ことが適当であり、新たな無線システムの利用環境を踏まえ、空中線利得は 10dBi 以上とす

る。 

他方、既存の空中線電力が 10mW以下のものについては、その利用環境や他の無線局への影
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響が少ないことを踏まえ、従前のとおり、空中線利得 47dBiを適用するものとする。 

 

 

図４－２.１ 空中線電力及び空中線利得について 

 

４－３ キャリアセンス機能 

 

空中線電力が 10mWを超える無線システムは、同一周波数を使用する他の無線システムとの

周波数共用を図るため、キャリアセンス機能の実装を設けることとすることが適当である。 

キャリアセンス規定については、今後の各種システムの利用・普及促進の観点から「混信を

防止するため、電波発射の可否を、他の無線局から発射される電波を検出し、又は受信信号

を演算し信号レベルを検出することにより判定すること」にとどめるものとし、具体的な方

法やキャリアセンスレベルについては、今後、各業界団体等において実情に沿って策定され

た基準を適用することとする。 

他方、既存無線システム等、空中線電力が 10mW以下のものについては、他の無線システム

への影響は少ないと考えられることから、従前のとおりキャリアセンス機能の実装は必要と

しないこととする。 

 

 

４－４ 占有周波数帯幅の許容値 

 
 占有周波数帯幅の許容値について、IEEE802.11ad/WiGig等の規格ではチャネルが規定され

ているが、諸外国の技術基準では規定がほぼないところである。 
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今後の更なる高速通信の実現に向けたチャネルボンディングの国際的な検討が開始されてい

ることを踏まえ、従前の規定である 2.5GHz幅を撤廃し、使用可能周波数帯幅（57GHzから 66GHz

まで）である 9GHz以下とする。なお、この場合、周波数の許容偏差分を含むこととする。 

 また、従来の無線システムにおいては、指定周波数帯とすることも可能としてきたところ

であり、新たな無線システムについても同様に指定周波数帯とすることを可能とする。 

 

 

４－５ 不要発射の強度の許容値 

 

不要発射の強度の許容値については、近年の技術水準をはじめ、IEEE802.11ad、ITU-R 及

び ETSI 等の国際的な技術基準で規定しているマスク値と整合を図るとともに、今後のミリ波

における適正な電波利用環境を維持していくため、使用周波数帯の帯域外について、下記の

とおり規定することとする。 

表４－５.１ 不要発射の強度の許容値 

55.62GHz以下 -30dBm/MHz以下 

55.62GHzを超えて 57GHz以下 -26dBm/MHz以下 

66GHzを超えて 67.5GHz以下 -26dBm/MHz以下 

67.5GHzを超えるもの -30dBm/MHz以下 

 

 

図４－５.１ マスク案 

 

４－６ 周波数の許容偏差 

 

周波数の許容偏差については、近年の技術水準をはじめ、IEEE802.11adで規定されている

±20ppmを適用する。また、従来の空中線電力が 10mW 以下のものについては、現行の利用実

態等を踏まえ、従前の規定のとおり±500ppm とする。なお、従来の無線システムにおいては、

指定周波数帯とすることも可能としてきたところであり、新たな無線システムについても同

様に指定周波数帯とすることを可能とする。 
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４－７ 受信装置の副次的に発射する電波の限度 

 

 受信装置の副次的に発射する電波の限度については、100µW 以下とされているところ、近

年の技術水準をはじめ、諸外国の技術基準及び無線 LAN として利用されている 2.4GHz帯小電

力データ通信システムや５GHz 帯小電力データ通信システムの値を勘案し、下記のとおり規

定することとする。 

表４－７.１ 受信装置の副次的に発射する電波の限度 

1GHz未満 4nW/100kHz 以下 

1GHz以上 20nW/1MHz以下 

 

 

４－８ 上記以外の技術基準について 

 

 上記以外の変調方式や空中線電力の許容偏差等については、新たな無線システムの導入に

伴い、特段規定を見直す必要性はないことから、従前の技術基準を適用することとする。 

表４－８.１ 60GHz帯無線システムの技術的条件改正 
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第５章 電波防護指針 
５－１ 電波防護指針 

 
我が国では、人体に影響を及ぼさない電波の強さの指針値等が「電波防護指針」（電気通

信技術審議会答申 諮問第 38号「電波利用における人体の防護指針」（平成２年６月答申。

平成９年、平成 23 年、平成 27 年にそれぞれ一部改定。））として定められている。そのた

め、電波利用システムは、その運用形態に応じて、電波防護指針に適合するようシステム

を設計する必要がある。 

 

 

５－２ 60GHz帯無線設備における電波防護指針の適合について 

 
60GHz 帯無線設備から発射される電波の強度が、電波防護指針における一般環境の電磁

界強度（６分間平均値）の指針値（60GHz 帯に適用される指針値（抜粋）を表５－２.１に

示す））に適合するかどうかについて、ユースケースごとに電磁界強度の試算を行った。試

算結果を表５－２.２に示す（試算方法等の詳細は参考資料４にて記載する）。 

試算の結果、人体との一定の離隔距離が見込めるアクセスポイントや、PC端末における

利用においては基準値を概ね満足する結果となったが、携帯電話やスマートフォン等に内

蔵した場合等、人体の近傍で利用するケースにおいては、指針値を超える結果となった。 

表５－２.１ 一般環境の電磁界強度（６分間平均値）の指針値 (抜粋) 

周波数 f 電界強度 磁界強度 電力束密度 平均時間 

1.5GHz～ 

300GHz 
61.4[V/m] 0.163[A/m] 1[mW/cm2] 6分 

 

表５－２.２ ユースケースごとの電磁界強度の試算結果 

 
アクセスポイント 

(無線 LAN) 

PC端末内蔵(無線 LAN、 

ワイヤレスドック) 

携帯電話端末、スマー

トフォン端末内蔵 

(無線 LAN) 

検討条件 
空中線電力 24dBm、空

中線利得 16dBi 

空中線電力 24dBm、空

中線利得 16dBi 

空中線電力 17dBm、空

中線利得 15dBi 

想定される

人体との 

離隔距離 

1m～ 30cm 程度 ～30cm 

検討結果 0.0796 mW/cm2 0.884 mW/cm2 

0～7.2mmの範囲にお

いては 77mW/cm2、それ

より遠方は距離に比
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例して減衰 

 

 

一方、60GHz帯無線システムの主な利用規格と考えられる IEEE802.11ad/WiGigにおいては、

下記のような機能等を有しており、これらにより電波の人体へのばく露量は大きく低減させ

ることが可能であると考えられる。また、これらに加えて送信がバースト信号であることを

考慮すると、ビームフォーミングにより人体への電波の照射をごく短時間に限定できる可能

性がある。 

ただし、実装されたアンテナの特性(ビーム幅やサイドローブ利得)によっては、ビームフォ

ーミングによる時間率軽減が必ずしも適用できない場合があることに注意が必要である。 

 

 

(1)ビームフォーミング機能 

60GHz 帯無線システム（11ad/WiGig）は、ビームフォーミングの実装が義務づけられてお

り、通信相手となる端末以外の方向に電波が照射されないように制御される。 

 

ビームフォーミングは、Sector Level Sweep と Beam Refinement の２段階に分かれてお

り、まず Sector Level Sweep で相手を探索し、通信を確立する。Sector は 1 つのアンテナ

あたり三次元的に最大 64 まで分けることが可能（すべてのアンテナにおける最大は 128）。

Beam Refinement は Sector Level Sweep が終わったあと適宜(たとえばリンクが切れた後な

ど)実施することになっている。 

また、Sector Level Sweepの時間は、11adの規格において、dot11MaxBFTime (1 ~ 16) x beacon 

intervalで規定されている。 

さらに、beacon interval は 1024msまでとなっていることから、一回のスイープ時間はど

んなに長くても 16s程度となる。 

16s で全セクターのスイープを終了するため、主ビームは数 ms～数 s 程度で人体とは別方

向を向くものと考えられる。実態上、16s はユーザの待ち時間が長すぎるため現実的ではな

く、スイープ時間は 1～2ms程度となるとされている。 

一例としてスイープ時間 10ms、一分間に一回スイープすると仮定した場合、電力密度は時

間率として 6000分の１程度には緩和できると想定される。 

 

(2)トライバンド対応チップセット 

最適なリンク上に人間が存在する場合でも、60GHz帯は人体による減衰が大きいことから、

通信が確立できず、人体を避けてリンクを構築することになる。また、基本的に 11adの普及

においては、トライバンド（2.4GHz帯、5GHz帯、60GHz帯）対応のものが一般的であると予

想され、60GHz 帯で通信が確立できない場合、他の周波数を用いて通信が行われる。そのた

め、人体に向けて 60GHz 帯の電波が照射された状態で通信を行うことは、通常はないものと

考えられる。 
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現在想定される利用ケースを前提に試算した結果、人体との離隔距離が保てる場合（ア

クセスポイントや PC端末等での利用）に関しては、時間率を考慮しなくとも指針値を概ね

満足する結果となった。一方、携帯電話端末等、人体に近接して利用するシステムに関し

ては、時間率を考慮しない計算においては指針値を上回る結果となったが、電波の人体へ

の照射時間及び実体的な送信時間を短くする通信機能の実装や実態的に送信時間を短時間

とする仕様とすることで、電波の人体へのばく露量を大きく低減させることが可能である

と考えられる。このような機能等も考慮した上で、電波防護指針への適合性について個別

に確認をすることが必要である。 

 

また、今後、今回検討したケース以外にも、より人体の近傍における利用等の新たな利

用ケースが拡大する可能性も考えられる。さらに、アンテナ特性等によってはサイドロー

ブが人体に照射される可能性についても懸念される。そのようなケースにおいては、利用

ケースに応じて送信出力の低減、通信機能、または送信時間を考慮する等、電波防護指針

に適合するために必要な措置を講じていくことが必要である。特に、頭部付近での使用が

想定される場合については、眼部への影響を防護するための措置が必要となることに注意

が必要である。 

 

 

５－３ 試算結果（まとめ） 

 

現在想定される利用ケースを前提に試算した結果、人体との離隔距離が保てる場合（ア

クセスポイントや PC端末等での利用）に関しては、時間率を考慮しなくとも指針値を概ね

満足する結果となった。一方、携帯電話端末等、人体に近接して利用するシステムに関し

ては、時間率を考慮しない計算においては指針値を上回る結果となったが、電波の人体へ

の照射時間及び実態的な送信時間を短くする通信機能の実装を仕様とすることで、電波の

人体へのばく露量を大きく低減させることが可能であると考えられる。このような機能等

も考慮した上で、電波防護指針への適合性について個別に確認をすることが必要である。 

また、今後、今回検討したケース以外にも、より人体の近傍における利用等の新たな利

用ケースが拡大する可能性も考えられる。さらに、アンテナ特性等によってはサイドロー

ブが人体に照射される可能性についても懸念される。そのようなケースにおいては、利用

ケースに応じて送信出力の低減、通信機能、または送信時間を考慮する等、電波防護指針

に適合するために必要な措置を講じていくことが必要である。特に、頭部付近での使用が

想定される場合については、眼部への影響を防護するための措置が必要となることに注意

が必要である。 
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５－４ 海外における人体への安全性の担保について 

 
60GHz 帯をはじめとするミリ波帯の電波への人体ばく露の許容値は、海外においても我が

国と同様に入射電力密度で規定されている。入射電力密度の許容値は遠方界ばく露を想定し

ており、身体に近接して利用されるミリ波帯通信デバイスが人体に及ぼす影響やばく露許容

値やその評価手順に関しては、諸外国でもまだ研究段階にあり、ICNIRP(国際非電離放射線防

護委員会)や IEC 等の国際組織においても具体的な動きはない。米国においては、既に

11ad/WiGig 対応製品が販売されているが、FCC が製品の認証を行う際、各メーカによる安全

性評価に関する情報の検証を行っている。 
具体的な評価方法については各社で異なるが、例えば、数値モデルを用いて近傍界の入力

電力密度をシミュレーションする方法が提案されている。この方法は、遠方界のシミュレー

ション結果と実測値を比較し、妥当性を確認することで、近傍界のシミュレーション結果も

実測と同等であると考え、評価を行う方法である。 
なお、メーカと FCC のやり取りは、全て KDB(Knowledge Data Base)において公表されて

いる。KDB とは、技術基準や規則作成、テスト方法の開発の為の米国独特のプロセスである。

例えば、今回の 60GHz 製品の人体防護に関する電力密度基準値については、近傍界での評価

方法は定められていない状態だが、この様な場合、企業は FCC と秘密保持契約のもとに新し

い方法を提案できる。その方法に基づき、FCC とのディスカッションや研究・検討した結果

により、自社製品が基準に適合しているという認証を受けることができる。FCC は、この様

な例を集めて、FCC としての考えが固まったところで新たな評価方法を提示するという仕組

みを採用している。 
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第６章 60GHz 帯の周波数の電波を使用する無線設備の高度化に係る技

術的条件 
 

第５章までの検討結果を踏まえ、本章では 60GHz 帯の周波数の電波を使用する無線設備

の高度化に係る技術的条件を以下のとおり取りまとめた。 

 

６－１ 一般的条件 

 

(1) 通信方式 

特段規定しない。 

 

(2) 周波数帯 

57GHz を超え 66GHz以下とする。 

 

(3) 混信防止機能 

ア  電気通信回線に接続する場合にあっては、主として同一の構内において使用される

無線局の無線設備であって、識別符号を自動的に送信し、又は受信するものとする。 

イ  電気通信回線に接続しない場合にあっては、利用者による周波数の切替え又は電波

の発射の停止が容易に行うことができるものとする。 

 

(4) システム設計条件 

ア 無線設備の筐体 

送信機は、一の筐体に収められており、かつ、容易に開けることができないこと。 

イ キャリアセンス 

送信装置はキャリアセンス機能を備えつけること。ただし、空中線電力が 10mW 以下の

場合は特段規定しない。キャリアセンス方法は、混信を防止するため、電波発射の可否

を、他の無線局から発射される電波を検出し、又は受信信号を演算し信号レベルを検出

することにより判定を行うものとする。 

 

 

６－２ 無線設備の技術的条件 

 

(1) 送信装置 

ア 変調方式 

特段規定しない。 

イ 空中線電力 

250mW 以下とする。 
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ウ 空中線電力の許容偏差 

上限 50％、下限 70％とする。 

エ 空中線利得 

47dBi 以下とする。ただし、空中線電力が 10mW を超える場合は、指向性を有し、主輻

射方向において、10dBi以上とし、等価等方輻射電力が 40dBmを超えないものとする。 

オ 周波数の許容偏差 

±20ppmとする。若しくは、指定周波数帯によることができるものとする。 

ただし、空中線電力が 10mW以下のものについては、±500 ppmとすることができる。

若しくは、指定周波数帯によることができるものとする。 

カ 占有周波数帯域幅の許容値 

9GHz 以下とする。ただし、9GHzから周波数の許容偏差分の帯域幅を減じた値とする。 

キ 不要発射の強度の許容値(参照帯域幅) 

表６－２.１のとおりとする。 

表６－２.１ 不要発射の強度の許容値 

周波数 平均電力 

55.62GHz以下 -30dBm/MHz以下 

55.62GHzを超え 57GHz以下 -26dBm/MHz以下 

66GHzを超え 67.5GHz以下 -26dBm/MHz以下 

67.5GHzを超えるもの -30dBm/MHz以下 

 

ク 識別符号 

符号長は 19ビット以上とする。 

 

(2) 受信装置 

副次的に発する電波等の限度については、1GHz未満において 4 nW/100 kHz以下、1GHz

以上において 20nW/1 MHz以下とする。 

 

 

６－３ 電波防護指針 

 

 電波防護指針に適合すること。 

 

 

６－４ 測定法 

 
国内で適用されている測定法に準ずることが適当であるが、今後、国際電気標準会議（IEC）

等の国際的な動向を踏まえて対応することが望ましい。 



 

 - 121 - 

複数の送受信空中線（複数の送信増幅部を有するもの）を有する単一の送受信装置の場合

においては、以下のとおりとすることが適当である。 

 

 

６－４－１ 送信装置 
６－４－１－１ 周波数の偏差 
 
(1) 空中線測定端子付きの場合 

試験機器の各空中線測定端子にて、無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計

を用いて平均値（バースト波にあってはバースト内の平均値）を測定し、それぞれの測

定値のうち周波数の偏差が最大であるものを周波数の偏差とすること。また、技術基準

が指定周波数帯幅で規定される場合は、占有周波数帯幅の測定においてスペクトル分布

の上限及び下限周波数が指定帯内にあることをもって確認する。 

 

(2) 空中線測定端子無しの場合 

ア 試験機器の空中線ごとに測定する場合 

周波数計に測定用空中線を接続し、(1)と同様にして測定することが適当である。 

イ 試験機器の空中線ごとに測定することが困難な場合 

アと同様にして測定することが適当である。 

 

 

６－４－１－２ 占有周波数帯幅 
 
(1) 空中線測定端子付きの場合 

試験機器の各空中線測定端子にて、標準符号化試験信号（符号長 511 ビット 2 値疑似

雑音系列等。以下同じ。）により変調をかけた状態において得られるスペクトル分布の全

電力についてスペクトルアナライザ等を用いて測定し、スペクトル分布の上限及び下限

部分における電力の和が、それぞれ全電力の 0.5%となる周波数幅を測定すること。標準

符号化試験信号による変調が困難な場合は制御符号等を除くデータ領域のみ標準符号化

試験信号とすることができる。 

なお、スペクトル分布の電力最大点（キャリアリーク等を除く）から測定系の雑音レ

ベルまで余裕がなく電力積算に影響を与える場合は、分解能帯域幅を 1MHzとした状態で 

増幅部① 
増幅部② 

増幅部○N  

… 
試験機器 

周波数計 
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キャリアリーク等を除く電力最大点から 23dB 減衰する点の上限周波数と下限周波数の

差を用いることができる。また、23dB低下した点が複数ある場合は、最も高い周波数と

最も低い周波数の幅とする。 
 

(2) 空中線測定端子無しの場合 

ア 試験機器の空中線ごとに測定する場合 

スペクトルアナライザに測定用空中線を接続し、(1)と同様にして測定することが適当

である。 

イ 試験機器の空中線ごとに測定することが困難な場合 

アと同様にして測定することが適当である。 

 

 

６－４－１－３ 空中線電力 
 
(1) 空中線測定端子付きの場合 

試験機器の各空中線測定端子にて、標準符号化試験信号を入力信号端子に加えたときの

平均電力（尖頭電力で規定される場合は尖頭電力）を、スペクトルアナライザ、高周波電

力計等を用いて測定し、それぞれの空中線端子にて測定した測定値の総和を空中線電力と

すること。標準符号化試験信号による変調が困難な場合は制御符号等を除くデータ領域の

み標準符号化試験信号とすることができる。また、連続送信波により測定することが望ま

しいが、バースト送信波にて測定する場合は、送信時間率が最大となるバースト繰り返し

周期よりも十分長い期間における平均電力を測定し、その測定値に最大の送信時間率の逆

数を乗じて平均電力とすることが適当である。 

 

(2) 空中線測定端子無しの場合 

ア 試験機器の空中線ごとに測定する場合 

測定距離 3m以上の電波暗室又は地面反射波を抑圧したテストサイトにおいて、スペク

トルアナライザ等に測定用空中線を接続し、その他の条件は(1)と同様にして等価等方輻

射電力を測定すること。この場合において、測定用空中線は指向性のものを用いること。

また、試験機器の空中線開口径に留意し、遠方界条件を満たす試験機器と測定用空中線

との離隔距離（試験機器の空中線開口径が小さく遠方界条件を満たす場合は 3m以下の離

隔距離とすることができる。ただし、空中線測定端子を設けることが困難な 60GHz 帯近

接システム等の近傍界領域で通信を行う無線設備は、遠方界条件を満たさない場合でも 

増幅部① 
増幅部② 

増幅部○N  

… 

試験機器 

スペクトル 
アナライザ 

変調信号 
発生器① 
変調信号 
発生器② 

… 

変調信号 
発生器○N  
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離隔距離を 3m以下として測定を行うことができる。）を確保すること。 

なお、給電点での空中線電力は、等価等方輻射電力の測定値に、測定する周波数帯

における送信空中線利得（工事設計書等に記載された値）を除して換算を行うものと

する。 

 

イ 試験機器の空中線ごとに測定することが困難な場合 

アと同様にして測定することが適当である。 

ただし、試験機器の空中線の種類及び利得が異なる場合においては、空中線配置の

中心を放射中心と仮定して測定し、偏波面が同一でない場合は、直交する偏波面につ

いてそれぞれ測定した値の加算値を等価等方輻射電力の測定値とすること。 

 

 

 

６－４－１－４ 帯域外領域における不要発射の強度 
 

帯域外領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適当である。 

 

(1) 空中線測定端子付きの場合 

試験機器の各空中線端子にて、標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの不

要発射の平均電力（バースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナ

ライザ等を用いて測定し、それぞれの測定値の総和を不要発射の強度とすること。標準

符号化試験信号による変調が困難な場合は制御符号等を除くデータ領域のみ標準符号化

試験信号とすることができる。 

この場合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、1MHzに設定することが

適当である。 
 

(2) 空中線測定端子無しの場合 

ア 試験機器の空中線ごとに測定する場合 

測定距離 3m以上の電波暗室又は地面反射波を抑圧したテストサイトにおいて、スペ

クトルアナライザ等に測定用空中線を接続し、その他の条件は(1)と同様にして測定す 

増幅部① 
増幅部② 

増幅部○N  

… 

試験機器 

スペクトル 
アナライザ 

変調信号 
発生器① 
変調信号 
発生器② 

… 

変調信号 
発生器○N  

標準信号 
発生器 置換用空中線 
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ること。この場合において、測定用空中線は指向性のものを用いること。また、試験機

器の空中線開口径に留意し、遠方界条件を満たす試験機器と測定用空中線との離隔距離

（試験機器の空中線開口径が小さく遠方界条件を満たす場合は 3m 以下の離隔距離とす

ることができる。ただし、空中線測定端子を設けることが困難な 60GHz 帯近接システム

等の近傍界領域で通信を行う無線設備は、遠方界条件を満たさない場合でも離隔距離を

3m 以下として測定を行うことができる。）を確保すること。 

なお、給電点での不要発射強度の電力は、測定値に測定する周波数帯における送信空

中線利得（工事設計書等に記載された値）を除して換算を行うものとする。 

 

イ 試験機器の空中線ごとに測定することが困難な場合 

アと同様にして測定することが適当である。 

ただし、試験機器の空中線の種類及び利得が異なる場合においては、空中線配置の中

心を放射中心と仮定して測定し、偏波面が同一でない場合は、直交する偏波面について

それぞれ測定した値の加算値を測定値とすること。 

 

 

６－４－１－５ スプリアス領域における不要発射の強度 
 

帯域外領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適当である。こ

の場合において、参照帯域幅は 1MHzとし、スプリアス領域における不要発射の強度の測定を

行う周波数範囲については、30MHz から 2 次高調波までとする。ただし、導波管を用いるも

のは測定周波数の下限をカットオフ周波数の 0.7 倍からとする他、導波管フィルタ及びデュ

ープレスサ等による周波数特性により、不要発射が技術基準を満足することが明らかな場合

は、その周波数範囲の測定を省略することができる。また、下限周波数においてカットオフ

周波数の 0.7 倍としているが、導波管が十分に長く技術基準を十分満足するカットオフ減衰

量が得られることが証明できる場合は、その周波数範囲の測定を省略することができる。 

なお、67.86GHz以上の周波数範囲において測定系のダイナミックレンジ不足等により測定

が困難である場合は、製造者の設計資料等を用いて技術基準適合に関する審査を行い、不要

発射が技術基準を満足することが明らかな場合その周波数範囲の測定を省略することができ

る。 

 

(1) 空中線測定端子付きの場合 

試験機器の各空中線端子にて、標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの不要

発射の平均電力（バースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライ

ザ等を用いて測定し、それぞれの測定値の総和を不要発射の強度とすること。標準符号化

試験信号による変調が困難な場合は制御符号等を除くデータ領域のみ標準符号化試験信号

とすることができる。 

この場合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、1MHzに設定することが適



 

 - 125 - 

当である。 

 

(2) 空中線測定端子無しの場合 

ア 試験機器の空中線ごとに測定する場合 

測定距離 3m以上の電波暗室又は地面反射波を抑圧したテストサイトにおいて、スペク

トルアナライザ等に測定用空中線を接続し、その他の条件は(1)と同様にして測定するこ

と。この場合において、測定用空中線は指向性のものを用いること。また、試験機器の

空中線開口径に留意し、遠方界条件を満たす試験機器と測定用空中線との離隔距離（試

験機器の空中線開口径が小さく遠方界条件を満たす場合は 3m 以下の離隔距離とするこ

とができる。ただし、空中線測定端子を設けることが困難な 60GHz 帯近接システム等の

近傍界領域で通信を行う無線設備は、遠方界条件を満たさない場合でも離隔距離を 3m以

下として測定を行うことができる。）を確保すること。 

なお、給電点での不要発射強度の電力は、測定値に測定する周波数帯における送信空

中線利得（試験申込者申告値）を除して換算を行うものとする。 

 

イ 試験機器の空中線ごとに測定することが困難な場合 

アと同様にして測定することが適当である。 

ただし、試験機器空中線の種類及び利得が異なる場合においては、空中線配置の中心

を放射中心と仮定して測定し、偏波面が同一でない場合は、直交する偏波面についてそ

れぞれ測定した値の加算値を測定値とすること。 

 

 

６－４－２ 受信装置 
６－４－２－１ 副次的に発する電波等の限度 
 

試験機器の各空中線端子にて、スペクトルアナライザを用いて測定し、それぞれの測定

値の総和を副次的に発する電波等の強度とすること。この場合において、参照帯域幅は 1MHz

とし、副次発射の強度の測定を行う周波数範囲については、30MHz から 2 次高調波までと

する。ただし、導波管を用いるものは測定周波数の下限をカットオフ周波数の 0.7 倍から

とする他、導波管フィルタ及びデュープレスサ等による周波数特性により、副次発射が技

術基準を満足することが明らかな場合は、その周波数範囲の測定を省略することができる。

また、下限周波数においてカットオフ周波数の 0.7 倍としているが、導波管が十分に長く

技術基準を十分満足するカットオフ減衰量が得られることが証明できる場合は、その周波

数範囲の測定を省略することができる。 

なお、測定系のダイナミックレンジ不足等により測定が困難である場合は、製造者の設

計資料等を用いて技術基準適合に関する審査を行い、副次発射が技術基準を満足すること

が明らかな場合その周波数範囲の測定を省略することができる。 

試験機器の空中線端子がない場合は、不要発射の強度の測定法の空中線端子がない場合
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に準ずることが適当である。 
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第７章 今後の検討課題等 
７－１ 新たな技術基準の整備に係る経過措置 

 
 60GHz 帯画像伝送システムの中には、主に難視対策や集合住宅内における地上デジタルテ

レビジョン放送やＢＳ／ＣＳ放送の再送信を目的とした画像伝送システムが利用されている。

これらの画像伝送システムは、アンテナで受信された放送信号の中間周波数帯（IF 帯）にお

いて周波数分割多重された後、ミリ波帯の信号に周波数変換し、無線伝送を行うというもの

であり、利用者の利便性を考慮し安価なシステムとして市販されているところである。 

 これらの画像伝送システムについては、周波数の許容偏差や不要発射の強度等、新たな技

術基準を満たすことができないこと、また、今後、2020 年の東京オリンピックに向けて４Ｋ

や８Ｋのテレビの需要が急速に増すものと考えられ、既にこれに対応する製品の導入検討が

進められていることを踏まえ、一定の期間(8 年程度)、技術基準の一部については現行規定

の適用を図るなどの経過措置を設けることが適当である。 

 

 

７－２ 電波防護指針の適合について 

 
 60GHz 帯無線システムについて、新たな技術基準の整備に伴い、より人体の近傍で利用す

るケースが拡大する可能性も考えられる。そのようなケースにおいては、送信出力の低減、

通信機能又は送信時間の考慮等、電波防護指針に適合するために必要な措置を講じることが

必要である。特に頭部付近での使用が想定される場合については、眼部への影響を防護する

ための措置に注意が必要である。 

 なお、身体に近接して利用されるミリ波帯通信デバイスの電波防護指針への適合性評価手

法に関しては、いまだ研究段階であり、国際標準化機関においても具体的な対応はまだ開始

されていない。今後、国際的な動向を踏まえながら、必要に応じて正確かつ効率的な評価手

法の整備について検討する必要がある。 

 

 

７－３ その他 

 
 60GHz 帯無線システムにおいては、IEEE802.11ad/WiGig に準拠する製品の普及が想定され

ており、今後、2.4GHz 帯及び 5GHz 帯とのトライバンドによる無線モジュールが様々な情報

端末に搭載が予想される。一方で 60GHz帯においては、現在、10Gbps超えの超高速化を狙い

とした広帯域無線通信が IEEE802.11 NG60 SG（現在 IEEE802.11 TGay）、超高速・極短距離の

近接無線通信が IEEE802.15.3e において国際的な標準化作業が進められており、2017～2018

年頃に規格化が想定されているところである。 

 今回の技術的条件の見直しについては、欧米との技術基準と調和を図るとともに、現時点

でその将来動向を予想し、更なる利用者の利便性の向上や新たな利用形態への対応に向けて
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検討を行ったところであるが、今後も引き続き、60GHz 帯の電波利用の環境、技術の進展や

普及状況に加え、国際的な標準化動向に留意し、必要に応じて技術的条件の見直しを行うこ

とが適当と考えられる。 
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検討結果 
  情報通信審議会諮問第 2009号「小電力の無線システムの高度化に必要な技術的条件」（平

成 14 年 9月 30日諮問）のうち、「60GHz帯の周波数の電波を利用する無線設備の高度化に

係る技術的条件」について、別添のとおり技術的条件を取りまとめた。 
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60GHz 帯の周波数の電波を使用する無線設備の高度化に係る技術的条件 

 

60GHz 帯の周波数の電波を使用する無線設備の高度化に係る技術的条件については、以下

のとおりとすることが適当である。 

 

 

１－１ 一般的条件 

 

(1) 通信方式 

特段規定しない。 

 

(2) 周波数帯 

57GHz を超え 66GHz以下とする。 

 

(3) 混信防止機能 

ア  電気通信回線に接続する場合にあっては、主として同一の構内において使用される

無線局の無線設備であって、識別符号を自動的に送信し、又は受信するものとする。 

イ  電気通信回線に接続しない場合にあっては、利用者による周波数の切替え又は電波

の発射の停止が容易に行うことができるものとする。 

 

(4) システム設計条件 

ア 無線設備の筐体 

送信機は、一の筐体に収められており、かつ、容易に開けることができないこと。 

イ キャリアセンス 

送信装置はキャリアセンス機能を備えつけること。ただし、空中線電力が 10mW 以下

の場合は特段規定しない。キャリアセンス方法は、混信を防止するため、電波発射の可

否を、他の無線局から発射される電波を検出し、又は受信信号を演算し信号レベルを検

出することにより判定を行うものとする。 

 

 

１－２ 無線設備の技術的条件 

 

(1) 送信装置 

ア 変調方式 

特段規定しない。 

イ 空中線電力 

250mW 以下とする。 

別添 
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ウ 空中線電力の許容偏差 

上限 50％、下限 70％とする。 

エ 空中線利得 

47dBi 以下とする。ただし、空中線電力が 10mW を超える場合は、指向性を有し、主

輻射方向において、10dBi以上とし、等価等方輻射電力が 40dBmを超えないものとする。 

オ 周波数の許容偏差 

±20ppmとする。若しくは、指定周波数帯によることができるものとする。 

ただし、空中線電力が 10mW以下のものについては、±500 ppmとすることができる。

若しくは、指定周波数帯によることができるものとする。 

カ 占有周波数帯域幅の許容値 

9GHz 以下とする。ただし、9GHzから周波数の許容偏差分の帯域幅を減じた値とする。 

キ 不要発射の強度の許容値(参照帯域幅) 

表１－２.１のとおりとする。 

表１－２.１ 不要発射の強度の許容値 

周波数 平均電力 

55.62GHz以下 -30dBm/MHz以下 

55.62GHzを超え 57GHz以下 -26dBm/MHz以下 

66GHzを超え 67.5GHz以下 -26dBm/MHz以下 

67.5GHzを超えるもの -30dBm/MHz以下 

 

ク 識別符号 

符号長は 19ビット以上とする。 

 

(2) 受信装置 

副次的に発する電波等の限度については、1GHz 未満において 4 nW/100 kHz 以下、1GHz

以上において 20nW/1 MHz以下とする。 

 

 

１－３ 電波防護指針 

 

 電波防護指針に適合すること。 

 

 

１－４ 測定法 

 
国内で適用されている測定法に準ずることが適当であるが、今後、国際電気標準会議

（IEC）等の国際的な動向を踏まえて対応することが望ましい。 
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複数の送受信空中線（複数の送信増幅部を有するもの）を有する単一の送受信装置の場

合においては、以下のとおりとすることが適当である。 

 

１－４－１ 送信装置 
１－４－１－１ 周波数の偏差 
 
(1) 空中線測定端子付きの場合 

試験機器の各空中線測定端子にて、無変調波（搬送波）を送信した状態で、周波数計を

用いて平均値（バースト波にあってはバースト内の平均値）を測定し、それぞれの測定値

のうち周波数の偏差が最大であるものを周波数の偏差とすること。また、技術基準が指定

周波数帯幅で規定される場合は、占有周波数帯幅の測定においてスペクトル分布の上限及

び下限周波数が指定帯内にあることをもって確認する。 

 

(2) 空中線測定端子無しの場合 

ア 試験機器の空中線ごとに測定する場合 

周波数計に測定用空中線を接続し、(1)と同様にして測定することが適当である。 

イ 試験機器の空中線ごとに測定することが困難な場合 

アと同様にして測定することが適当である。 

 

 

１－４－１－２ 占有周波数帯幅 
 
(1) 空中線測定端子付きの場合 

試験機器の各空中線測定端子にて、標準符号化試験信号（符号長 511 ビット 2 値疑似雑

音系列等。以下同じ。）により変調をかけた状態において得られるスペクトル分布の全電力

についてスペクトルアナライザ等を用いて測定し、スペクトル分布の上限及び下限部分に

おける電力の和が、それぞれ全電力の 0.5%となる周波数幅を測定すること。標準符号化試

験信号による変調が困難な場合は制御符号等を除くデータ領域のみ標準符号化試験信号と

することができる。 

なお、スペクトル分布の電力最大点（キャリアリーク等を除く）から測定系の雑音レベ

ルまで余裕がなく電力積算に影響を与える場合は、分解能帯域幅を 1MHzとした状態でキャ

リアリーク等を除く電力最大点から 23dB減衰する点の上限周波数と下限周波数の差を用 

増幅部① 
増幅部② 

増幅部○N  

… 

試験機器 

周波数計 
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いることができる。また、23dB低下した点が複数ある場合は、最も高い周波数と最も低い

周波数の幅とする。 
 

(2) 空中線測定端子無しの場合 

ア 試験機器の空中線ごとに測定する場合 

スペクトルアナライザに測定用空中線を接続し、(1)と同様にして測定することが適当

である。 

イ 試験機器の空中線ごとに測定することが困難な場合 

アと同様にして測定することが適当である。 

 

 

１－４－１－３ 空中線電力 
 
(1) 空中線測定端子付きの場合 

試験機器の各空中線測定端子にて、標準符号化試験信号を入力信号端子に加えたときの

平均電力（尖頭電力で規定される場合は尖頭電力）を、スペクトルアナライザ、高周波電

力計等を用いて測定し、それぞれの空中線端子にて測定した測定値の総和を空中線電力と

すること。標準符号化試験信号による変調が困難な場合は制御符号等を除くデータ領域の

み標準符号化試験信号とすることができる。また、連続送信波により測定することが望ま

しいが、バースト送信波にて測定する場合は、送信時間率が最大となるバースト繰り返し

周期よりも十分長い期間における平均電力を測定し、その測定値に最大の送信時間率の逆

数を乗じて平均電力とすることが適当である。 

 

(2) 空中線測定端子無しの場合 

ア 試験機器の空中線ごとに測定する場合 

測定距離 3m 以上の電波暗室又は地面反射波を抑圧したテストサイトにおいて、スペク

トルアナライザ等に測定用空中線を接続し、その他の条件は(1)と同様にして等価等方輻

射電力を測定すること。この場合において、測定用空中線は指向性のものを用いること。

また、試験機器の空中線開口径に留意し、遠方界条件を満たす試験機器と測定用空中線と

の離隔距離（試験機器の空中線開口径が小さく遠方界条件を満たす場合は 3m 以下の離隔

距離とすることができる。ただし、空中線測定端子を設けることが困難な 60GHz帯近接シ

ステム等の近傍界領域で通信を行う無線設備は、遠方界条件を満たさない場合でも離隔距

離を 3m 以下として測定を行うことができる。）を確保すること。 

増幅部① 
増幅部② 

増幅部○N  

… 

試験機器 

スペクトル 
アナライザ 

変調信号 
発生器① 
変調信号 
発生器② 

… 

変調信号 
発生器○N  
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なお、給電点での空中線電力は、等価等方輻射電力の測定値に、測定する周波数帯にお

ける送信空中線利得（工事設計書等に記載された値）を除して換算を行うものとする。 

 

イ 試験機器の空中線ごとに測定することが困難な場合 

アと同様にして測定することが適当である。 

ただし、試験機器の空中線の種類及び利得が異なる場合においては、空中線配置の中

心を放射中心と仮定して測定し、偏波面が同一でない場合は、直交する偏波面について

それぞれ測定した値の加算値を等価等方輻射電力の測定値とすること。 

 

 

 

 

１－４－１－４ 帯域外領域における不要発射の強度 
 

帯域外領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適当である。 

 

(1) 空中線測定端子付きの場合 

試験機器の各空中線端子にて、標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの不要

発射の平均電力（バースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライ

ザ等を用いて測定し、それぞれの測定値の総和を不要発射の強度とすること。標準符号化

試験信号による変調が困難な場合は制御符号等を除くデータ領域のみ標準符号化試験信号

とすることができる。 

この場合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、1MHzに設定することが適

当である。 
 

(2) 空中線測定端子無しの場合 

ア 試験機器の空中線ごとに測定する場合 

測定距離 3m 以上の電波暗室又は地面反射波を抑圧したテストサイトにおいて、スペク

トルアナライザ等に測定用空中線を接続し、その他の条件は(1)と同様にして測定するこ

と。この場合において、測定用空中線は指向性のものを用いること。また、試験機器の空 

増幅部① 
増幅部② 

増幅部○N  

… 

試験機器 

スペクトル 
アナライザ 

変調信号 
発生器① 
変調信号 
発生器② 

… 

変調信号 
発生器○N  

標準信号 
発生器 置換用空中線 
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中線開口径に留意し、遠方界条件を満たす試験機器と測定用空中線との離隔距離（試験機

器の空中線開口径が小さく遠方界条件を満たす場合は 3m 以下の離隔距離とすることがで

きる。ただし、空中線測定端子を設けることが困難な 60GHz帯近接システム等の近傍界領

域で通信を行う無線設備は、遠方界条件を満たさない場合でも離隔距離を 3m 以下として

測定を行うことができる。）を確保すること。 

なお、給電点での不要発射強度の電力は、測定値に測定する周波数帯における送信空中

線利得（工事設計書等に記載された値）を除して換算を行うものとする。 

 

イ 試験機器の空中線ごとに測定することが困難な場合 

アと同様にして測定することが適当である。 

ただし、試験機器の空中線の種類及び利得が異なる場合においては、空中線配置の中

心を放射中心と仮定して測定し、偏波面が同一でない場合は、直交する偏波面について

それぞれ測定した値の加算値を測定値とすること。 

 

 

１－４－１－５ スプリアス領域における不要発射の強度 
 

帯域外領域における不要発射の強度の測定は、以下のとおりとすることが適当である。こ

の場合において、参照帯域幅は 1MHzとし、スプリアス領域における不要発射の強度の測定を

行う周波数範囲については、30MHz から 2 次高調波までとする。ただし、導波管を用いるも

のは測定周波数の下限をカットオフ周波数の 0.7 倍からとする他、導波管フィルタ及びデュ

ープレスサ等による周波数特性により、不要発射が技術基準を満足することが明らかな場合

は、その周波数範囲の測定を省略することができる。また、下限周波数においてカットオフ

周波数の 0.7 倍としているが、導波管が十分に長く技術基準を十分満足するカットオフ減衰

量が得られることが証明できる場合は、その周波数範囲の測定を省略することができる。 

なお、67.86GHz以上の周波数範囲において測定系のダイナミックレンジ不足等により測定

が困難である場合は、製造者の設計資料等を用いて技術基準適合に関する審査を行い、不要

発射が技術基準を満足することが明らかな場合その周波数範囲の測定を省略することができ

る。 

 

(1) 空中線測定端子付きの場合 

試験機器の各空中線端子にて、標準符号化試験信号を入力信号として加えたときの不要

発射の平均電力（バースト波にあってはバースト内の平均電力）を、スペクトルアナライ

ザ等を用いて測定し、それぞれの測定値の総和を不要発射の強度とすること。標準符号化

試験信号による変調が困難な場合は制御符号等を除くデータ領域のみ標準符号化試験信号

とすることができる。 

この場合において、スペクトルアナライザの分解能帯域幅は、1MHzに設定することが適

当である。 
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(2) 空中線測定端子無しの場合 

ア 試験機器の空中線ごとに測定する場合 

測定距離 3m 以上の電波暗室又は地面反射波を抑圧したテストサイトにおいて、スペク

トルアナライザ等に測定用空中線を接続し、その他の条件は(1)と同様にして測定するこ

と。この場合において、測定用空中線は指向性のものを用いること。また、試験機器の空

中線開口径に留意し、遠方界条件を満たす試験機器と測定用空中線との離隔距離（試験機

器の空中線開口径が小さく遠方界条件を満たす場合は 3m 以下の離隔距離とすることがで

きる。ただし、空中線測定端子を設けることが困難な 60GHz帯近接システム等の近傍界領

域で通信を行う無線設備は、遠方界条件を満たさない場合でも離隔距離を 3m 以下として

測定を行うことができる。）を確保すること。 

なお、給電点での不要発射強度の電力は、測定値に測定する周波数帯における送信

空中線利得（試験申込者申告値）を除して換算を行うものとする。 

 

イ 試験機器の空中線ごとに測定することが困難な場合 

アと同様にして測定することが適当である。 

ただし、試験機器空中線の種類及び利得が異なる場合においては、空中線配置の中心を

放射中心と仮定して測定し、偏波面が同一でない場合は、直交する偏波面についてそれぞ

れ測定した値の加算値を測定値とすること。 

 

 

１－４－２ 受信装置 
１－４－２－１ 副次的に発する電波等の限度 
 

試験機器の各空中線端子にて、スペクトルアナライザを用いて測定し、それぞれの測定値

の総和を副次的に発する電波等の強度とすること。この場合において、参照帯域幅は 1MHzと

し、副次発射の強度の測定を行う周波数範囲については、30MHzから 2次高調波までとする。

ただし、導波管を用いるものは測定周波数の下限をカットオフ周波数の 0.7倍からとする他、

導波管フィルタ及びデュープレスサ等による周波数特性により、副次発射が技術基準を満足

することが明らかな場合は、その周波数範囲の測定を省略することができる。また、下限周

波数においてカットオフ周波数の 0.7 倍としているが、導波管が十分に長く技術基準を十分

満足するカットオフ減衰量が得られることが証明できる場合は、その周波数範囲の測定を省

略することができる。 

なお、測定系のダイナミックレンジ不足等により測定が困難である場合は、製造者の設計

資料等を用いて技術基準適合に関する審査を行い、副次発射が技術基準を満足することが明

らかな場合その周波数範囲の測定を省略することができる。 

試験機器の空中線端子がない場合は、不要発射の強度の測定法の空中線端子がない場合に準

ずることが適当である。 
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参考資料１ ３ － ５ － １ 節 60GHz 帯 無 線 シ ス テ ム

(IEEE802.11ad)間の干渉検討結果詳細 
(1) 評価ケース Aの改善不要場所率 

評価ケース：A 

ITx 空中線電力：10dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

93.95% 

隣接 

 

99.83% 

次隣接 

 

99.97% 

参考図１.１ 評価ケース Aの改善不要場所率(ITx空中線電力：10dBm)  
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評価ケース：A 

ITx 空中線電力：20dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

81.53% 

隣接 

 

98.76% 

次隣接 

 

99.79% 

参考図１.２ 評価ケース Aの改善不要場所率(ITx空中線電力：20dBm) 
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評価ケース：A 

ITx 空中線電力：25dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

71.55% 

隣接 

 

97.31% 

次隣接 

 

99.39% 

参考図１.３ 評価ケース Aの改善不要場所率(ITx空中線電力：25dBm) 
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評価ケース：A 

ITx 空中線電力：30dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

59.47% 

隣接 

 

94.65% 

次隣接 

 

98.52% 

参考図１.４ 評価ケース Aの改善不要場所率(ITx空中線電力：30dBm) 
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(2) 評価ケース Bの改善不要場所率 

 

評価ケース：B 

ITx 空中線電力：10dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

89.63% 

隣接 

 

99.72% 

次隣接 

 

99.94% 

参考図１.５ 評価ケース Bの改善不要場所率(ITx空中線電力：10dBm) 
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評価ケース：B 

ITx 空中線電力：20dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

73.11% 

隣接 

 

97.9% 

次隣接 

 

99.65% 

参考図１.６ 評価ケース Bの改善不要場所率(ITx空中線電力：20dBm) 
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評価ケース：B 

ITx 空中線電力：25dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

61.66% 

隣接 

 

95.26% 

次隣接 

 

99.02% 

参考図１.７ 評価ケース Bの改善不要場所率(ITx空中線電力：25dBm) 
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評価ケース：B 

ITx 空中線電力：30dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

49.08% 

隣接 

 

90.78% 

次隣接 

 

97.51% 

参考図１.８ 評価ケース Bの改善不要場所率(ITx空中線電力：30dBm) 
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(3) 評価ケース Cの改善不要場所率 

 

評価ケース：C 

ITx 空中線電力：10dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

87.36% 

隣接 

 

99.33% 

次隣接 

 

99.74% 

参考図１.９ 評価ケース Cの改善不要場所率(ITx空中線電力：10dBm) 
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評価ケース：C 

ITx 空中線電力：20dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

68.88% 

隣接 

 

96.91% 

次隣接 

 

99.21% 

参考図１.１０ 評価ケース Cの改善不要場所率(ITx空中線電力：20dBm) 
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評価ケース：C 

ITx 空中線電力：25dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

56.13% 

隣接 

 

93.72% 

次隣接 

 

98.3% 

参考図１.１１ 評価ケース Cの改善不要場所率(ITx空中線電力：25dBm) 
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評価ケース：C 

ITx 空中線電力：30dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

42.95% 

隣接 

 

88.65% 

次隣接 

 

96.42% 

参考図１.１２ 評価ケース Cの改善不要場所率(ITx空中線電力：30dBm) 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

15
-1

5-
15

15
-1

5-
30

15
-1

5-
60

15
-3

0-
15

15
-3

0-
30

15
-3

0-
60

15
-6

0-
15

15
-6

0-
30

15
-6

0-
60

30
-1

5-
15

30
-1

5-
30

30
-1

5-
60

30
-3

0-
15

30
-3

0-
30

30
-3

0-
60

30
-6

0-
15

30
-6

0-
30

30
-6

0-
60

60
-1

5-
15

60
-1

5-
30

60
-1

5-
60

60
-3

0-
15

60
-3

0-
30

60
-3

0-
60

60
-6

0-
15

60
-6

0-
30

60
-6

0-
60

アンテナ半値角組合せ(ITx-VTx-VRx)

改
善
不
要
場
所
率

(%
)

0
15
30
45
60
75
90
105
120
135
150
165
180
195
210
225
240
255
270
285
300
315
330
345
平均

ITx放射角(度)

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

15
-1

5-
15

15
-1

5-
30

15
-1

5-
60

15
-3

0-
15

15
-3

0-
30

15
-3

0-
60

15
-6

0-
15

15
-6

0-
30

15
-6

0-
60

30
-1

5-
15

30
-1

5-
30

30
-1

5-
60

30
-3

0-
15

30
-3

0-
30

30
-3

0-
60

30
-6

0-
15

30
-6

0-
30

30
-6

0-
60

60
-1

5-
15

60
-1

5-
30

60
-1

5-
60

60
-3

0-
15

60
-3

0-
30

60
-3

0-
60

60
-6

0-
15

60
-6

0-
30

60
-6

0-
60

アンテナ半値角組合せ(ITx-VTx-VRx)

改
善
不
要
場
所
率

(%
)

0
15
30
45
60
75
90
105
120
135
150
165
180
195
210
225
240
255
270
285
300
315
330
345
平均

ITx放射角(度)

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

15
-1

5-
15

15
-1

5-
30

15
-1

5-
60

15
-3

0-
15

15
-3

0-
30

15
-3

0-
60

15
-6

0-
15

15
-6

0-
30

15
-6

0-
60

30
-1

5-
15

30
-1

5-
30

30
-1

5-
60

30
-3

0-
15

30
-3

0-
30

30
-3

0-
60

30
-6

0-
15

30
-6

0-
30

30
-6

0-
60

60
-1

5-
15

60
-1

5-
30

60
-1

5-
60

60
-3

0-
15

60
-3

0-
30

60
-3

0-
60

60
-6

0-
15

60
-6

0-
30

60
-6

0-
60

アンテナ半値角組合せ(ITx-VTx-VRx)

改
善
不
要
場
所
率

(%
)

0
15
30
45
60
75
90
105
120
135
150
165
180
195
210
225
240
255
270
285
300
315
330
345
平均

ITx放射角(度)



 

 

- 153 - 

(4) 評価ケース Dの改善不要場所率 

 

評価ケース：D 

ITx 空中線電力：10dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

86.86% 

隣接 

 

98.97% 

次隣接 

 

99.48% 

参考図１.１３ 評価ケース Dの改善不要場所率(ITx空中線電力：10dBm) 

  

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

15
-1

5-
15

15
-1

5-
30

15
-1

5-
60

15
-3

0-
15

15
-3

0-
30

15
-3

0-
60

15
-6

0-
15

15
-6

0-
30

15
-6

0-
60

30
-1

5-
15

30
-1

5-
30

30
-1

5-
60

30
-3

0-
15

30
-3

0-
30

30
-3

0-
60

30
-6

0-
15

30
-6

0-
30

30
-6

0-
60

60
-1

5-
15

60
-1

5-
30

60
-1

5-
60

60
-3

0-
15

60
-3

0-
30

60
-3

0-
60

60
-6

0-
15

60
-6

0-
30

60
-6

0-
60

アンテナ半値角組合せ(ITx-VTx-VRx)

改
善
不
要
場
所
率

(%
)

0
15
30
45
60
75
90
105
120
135
150
165
180
195
210
225
240
255
270
285
300
315
330
345
平均

ITx放射角(度)

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

15
-1

5-
15

15
-1

5-
30

15
-1

5-
60

15
-3

0-
15

15
-3

0-
30

15
-3

0-
60

15
-6

0-
15

15
-6

0-
30

15
-6

0-
60

30
-1

5-
15

30
-1

5-
30

30
-1

5-
60

30
-3

0-
15

30
-3

0-
30

30
-3

0-
60

30
-6

0-
15

30
-6

0-
30

30
-6

0-
60

60
-1

5-
15

60
-1

5-
30

60
-1

5-
60

60
-3

0-
15

60
-3

0-
30

60
-3

0-
60

60
-6

0-
15

60
-6

0-
30

60
-6

0-
60

アンテナ半値角組合せ(ITx-VTx-VRx)

改
善
不
要
場
所
率

(%
)

0
15
30
45
60
75
90
105
120
135
150
165
180
195
210
225
240
255
270
285
300
315
330
345
平均

ITx放射角(度)

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

15
-1

5-
15

15
-1

5-
30

15
-1

5-
60

15
-3

0-
15

15
-3

0-
30

15
-3

0-
60

15
-6

0-
15

15
-6

0-
30

15
-6

0-
60

30
-1

5-
15

30
-1

5-
30

30
-1

5-
60

30
-3

0-
15

30
-3

0-
30

30
-3

0-
60

30
-6

0-
15

30
-6

0-
30

30
-6

0-
60

60
-1

5-
15

60
-1

5-
30

60
-1

5-
60

60
-3

0-
15

60
-3

0-
30

60
-3

0-
60

60
-6

0-
15

60
-6

0-
30

60
-6

0-
60

アンテナ半値角組合せ(ITx-VTx-VRx)

改
善
不
要
場
所
率

(%
)

0
15
30
45
60
75
90
105
120
135
150
165
180
195
210
225
240
255
270
285
300
315
330
345
平均

ITx放射角(度)



 

 

- 154 - 

評価ケース：D 

ITx 空中線電力：20dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

68.78% 

隣接 

 

96.27% 

次隣接 

 

98.84% 

参考図１.１４ 評価ケース Dの改善不要場所率(ITx空中線電力：20dBm) 
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評価ケース：D 

ITx 空中線電力：25dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

56.69% 

隣接 

 

93.15% 

次隣接 

 

97.79% 

参考図１.１５ 評価ケース Dの改善不要場所率(ITx空中線電力：25dBm) 
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評価ケース：D 

ITx 空中線電力：30dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

44.41% 

隣接 

 

88.13% 

次隣接 

 

95.77% 

参考図１.１６ 評価ケース Dの改善不要場所率(ITx空中線電力：30dBm) 
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参考資料２ ３－５－２節 WirelessHD との干渉検討結果

詳細 
 

各図は、チャネル割り当て(同一、隣接、次隣接)と ITx空中線電力(10dBm, 20dBm, 25dBm, 

30dBm)の組合せ毎に表したものであり、横軸を ITx-VTx-VRxのアンテナ半値角の組合せを、

縦軸を改善不要場所率(%)として、ITxのアンテナ放射角毎に計算した 108通りの所要改善

量の中から、もっとも改善が不要な場所率が低かった要素を抽出してグラフ化したもので

ある。(2)のグラフは、チャネル割り当て(同一、隣接、次隣接)と ITx空中線電力(10dBm, 

20dBm, 25dBm, 30dBm)の組合せ毎に、評価ケース Eの改善不要場所率をまとめたグラフで

ある。 

 

評価ケース Eをまとめた改善不要場所率で見ると、ITx空中線電力が 10dBmの場合は、同

一で約 84%、隣接および次隣接で約 99%、ITx空中線電力が 20dBm の場合は、同一で約 58%、

隣接で約 97%、次隣接で約 99%、ITx 空中線電力が 25dBm の場合は、同一で約 41%、隣接で

約 93%、次隣接で約 98%、そして、ITx空中線電力が 30dBm の場合は、同一で約 24%、隣接

で約 86%、次隣接で約 96%という結果となり、隣接および次隣接の場合は、ITx空中線電力

が高出力(～30dBm)でも 85%を超える改善不要場所率を確保したものの、同一の場合は、ITx

空中線電力が 30dBmの場合で 24%程度の改善不要場所率となった。 
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(1) 評価ケース Eの改善不要場所率 

 

評価ケース：E 

ITx 空中線電力：10dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

84.42% 

隣接 

 

99.5% 

次隣接 

 

99.88% 

参考図２.１ 評価ケース Eの改善不要場所率(ITx空中線電力：10dBm) 
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評価ケース：E 

ITx 空中線電力：20dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

57.9% 

隣接 

 

96.82% 

次隣接 

 

99.4% 

参考図２.２ 評価ケース Eの改善不要場所率(ITx空中線電力：20dBm) 
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評価ケース：E 

ITx 空中線電力：25dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

41.4% 

隣接 

 

93.14% 

次隣接 

 

98.46% 

参考図２.３ 評価ケース Eの改善不要場所率(ITx空中線電力：25dBm) 
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評価ケース：E 

ITx 空中線電力：30dBm 

平均 

場所率 

同一 

 

23.73% 

隣接 

 

86.15% 

次隣接 

 

96.26% 

参考図２.４ 評価ケース Eの改善不要場所率(ITx空中線電力：30dBm) 
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参考資料３ ３－７節 地球探査衛星業務との干渉検討 
 

地球探査衛星業務に関して、日本で現状利用はないが、米国 NOAA(海洋大気庁）や

EUMETSAT(欧州気象衛星機関）が運用する低軌道衛星が世界の降雨強度等を観測するた

めに 60GHz付近の周波数を観測（受動）している。これらの衛星の主な諸元について参

考表３.１に示す。 

         参考表３.１ 衛星の主な諸元 

衛星名 高度 (km)  周波数 (GHz) 

DMSP-F16 833 

19.4, 22.2, 37, 91.7, 60-63,50-59, 150, 

183.31±1, 

183.31±3, 183.31±7 

DMSP-F17 850 

19.4, 22.2, 37, 91.7, 60-63,50-59, 150, 

183.31±1, 

183.31±3, 183.31±7 

DMSP-F18 850 

19.4, 22.2, 37, 91.7, 60-63,50-59, 150, 

183.31±1, 

183.31±3, 183.31±7 

出典：http://sharaku.eorc.jaxa.jp/GSMaP/guide_j.html 

 

これら衛星は、日本の上空も通過していることから、60GHz帯無線システムが与える

影響について、干渉検討を実施した。 

 

干渉検討の条件として、１－４節に記載してある普及予測に基づき、普及密度を求め

た。WiGig Allianceにおける今後の予測から、平成 28年度には約 1,600万台の普及が

見込まれる。これらのデバイスが東京都に一極集中したケースを考えると、東京都の面

積は 2,188km2であることから、普及密度は 7,313デバイス/km2となる。また、ここから

さらにマージンを見込んで 10,000デバイス/km2と仮定して、計算を行った。 

衛星に搭載されている SSMIS (Special Sensor Microwave Imager Sounder)/大気サ

ウンダは、75km×75kmが最大可視範囲となることから、その範囲内に存在するデバイ

ス数は 5625×104個となる。これらの条件をふまえ、250mW(24dBm)出力の 60GHz帯デバ

イスから受ける aggregateのデータを計算した。 
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一つの 60GHz帯無線デバイスから衛星側のアンテナが受ける電力 P0は、60GHz帯無線

デバイスの送信電力 Pt、60GHz帯無線デバイス側アンテナ利得 Gt、衛星のアンテナ利

得 Gi、伝搬損失 Lにより、下記の式で示される。 

 

P0=Pt+Gt+Gi-L・・・(1) 

 

集合干渉電力 Paggregateは衛星の最大可視範囲に存在する 60GHz帯無線デバイス数を N

とし(1)を用いて下記の式で示される 

 

Paggregate=P0+10log(N)・・・(2) 

 

ここで伝搬損失を求める。デバイスと衛星間の遮蔽損を考慮しない場合（全ての端末

が屋外にある最悪のケース）、伝搬損失 Lは、自由空間伝搬損失（Rec. ITU-R P. 525-2 

“Calculation of free-space attenuation”）に大気減衰 L1を加え、下記の式で求め

られる。 

L=32.4+20log(f[MHz])+20log(d[km])+L1・・・(3)  

 

なお、計算にあたっては、簡単のため大地面を平面とみなし計算を行う。デバイスと

衛星との距離は平面からの最短距離を一律に適用し 833kmとする。大気減衰は酸素によ

る吸収損がほとんどであり、天頂方向の酸素による吸収損 160dB（Rec. ITU-R P. 676-10 

“Attenuation by atmospheric gases”）をその値とする。  

 

上記(3)の式に以上の条件を当てはめると、伝搬損失 Lは 

L=32.4+20log(60*103)+20log(833)+160=346.38 

となる。 

次に、一つの 60GHz帯無線デバイスから受ける電力 P0について算出する。60GHz 帯無

線デバイスの空中線電力は 24dBmであること、最大可視範囲に存在するデバイスのアン

テナ方向はランダムと考えられ（５千万台以上の端末のアンテナが同時に衛星の方向を

向く可能性はほとんどない）デバイス側の平均的アンテナ利得は 0dBi とみなせること、

伝搬損失 Lを鑑み、衛星側のアンテナ利得を考慮しない場合の単体デバイスからの干渉

電力は P0 =24-346.38=-322.38となる。ここから、衛星の可視範囲内から受ける総電力

Paggregateは(2)式より=-322.38+10*log(5625×104)となり、衛星側のアンテナ利得を考慮

しない集合干渉電力は-244.87dBmとの結果となった。11ad/WiGig の 1ch幅は 2.16GHz

であり、1MHz幅あたりから受ける電力を換算すると、 

-244.87-10log(2160)= -278.219 

で、-278.219dBm/MHzとなる。 
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衛星側のアンテナ利得 Giは不明であるが、近隣帯域を利用する他センサの設計事例

(同 NOAA NPOESS)では 54dBiであるので、この値を考慮することとした場合、干渉量

は-224.219dBm/MHzとなる。 

ITU-R RS. 2017において、EESS(PASSIVE)における 60GHz帯の保護基準が定められて

おり、-169dBW/100MHzという規定されているところ。先ほどの干渉量を dBW/100MHzに

換算した場合-234.219dBW/100MHzとなる。所要改善量は-65.219dB となることから、保

護基準は十分満足できるものと考えられる。  
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参考資料４ ５－２節 電波防護指針の適合性についての

検討 
 
空中線電力を 10mW から引き上げた場合の、60GHz 帯無線システムの電波の強

度が、電波防護指針における一般環境の電磁界強度（６分間平均値）の指針値

（表３（ａ））施行規則別表第二号の三の二の電波の強度の値を満足するか、ユ

ースケースごとに検討を行った。 

 

参考表４.１ 一般環境の電磁界強度（６分間平均値）の指針値 (抜粋) 

周波数 f 電界強度 磁界強度 電力束密度 平均時間 

1.5GHz～ 

300GHz 
61.4[V/m] 0.163[A/m] 1[mW/cm2] 6分 

 

電波の強度の算出にあたっては、平成 11 年郵政省告示第 300 号 の算出を用

いた。空中線入力電力 P[W]、空中線からの距離 R[m]、主輻射方向の利得 G[倍]

を用いて、電力束密度 S[mW/cm2]の値が次式により算出できるものとしている。

(反射は考慮しない。) 

S=
P・G
40πR2

 [mW/cm2] ･･････① 
 

本算出式は、人体とアンテナが十分離隔し、アンテナから見て遠方界に人体

が存在する場合には適用可能である。他方、携帯電話やスマートフォンのよう

に、人体に極めて近接して使うケースも考えられ、そのような場合はアンテナ

から見て近傍界に人体が存在することになる。近傍界における電力密度は非常

に複雑であり、本算出式では正確な計算が行えない可能性がある。そのため、

近傍界でも計算が可能な、開口面空中線の電力密度算出式を適用する。開口面

空中線の電力密度算出式を下記に示す。 

 

ア：アンテナ表面            S=
4P
𝐴𝐴
・

1
10

[mW/cm2] 

イ：距離 Rが 0～D2/4λ[m]のとき    Snf=16
ηP
πD2

1
10

・K・F[mW/cm2] 

ウ：距離 Rが D2/4λ～0.6D2/λ[m]のとき S=
𝐷𝐷2

4λR
・Snf[mW/ cm

2] 

(A:空中線の開口面積、η：空中線の開口効率、D:アンテナの開口長、 

K:反射係数、F：空中線回転による補正係数) 

 

 これらを用い、IEEE802.11ad のユースケースを勘案したうえで、それぞれの

ケースにおける人体への電波のばく露量について検討を行った。 

11ad のユースケース、及び想定される空中線電力、空中線利得についてにつ

･･････② 
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いて下記に示す。 

 

(1)アクセスポイント(無線 LAN)： 

空中線電力 24dBm 空中線利得 16dBi 

(2)PC端末（無線 LAN、ワイヤレスドッグ）： 

空中線電力 24dBm 空中線利得 16dBi 

(3)携帯電話端末、スマートフォン(無線 LAN)： 

空中線電力 17dBm 空中線利得 15dBi 

 

これら条件を用いて、算出を行った。 

 

(1)アクセスポイント(無線 LAN) 

 

参考図４.１ アクセスポイントでの利用イメージ 

 

本システムは天井の設置等、固定的な利用が想定され、通常の利用形態では

人体から 1m 以上の距離で使用される。利用されるアンテナの口径は 16mm 程度

と想定され、その場合遠方界との境界は 10.24cm となる。従って、人体は遠方

界に存在すると考えられることから、①の式が適用可能となる。 

アンテナからの距離が 1mの点における電力密度 Sは 

S=10/(40π×12)=0.0796[mW/cm2] 

となる。よって、指針値を満足する。 

 

(2) PC端末（無線 LAN、ワイヤレスドッグ） 



 

 

- 167 - 

 

参考図４.２ PC端末での利用イメージ 

 

 

本システムの利用形態を勘案すると、PC端末と人体との離隔距離は 30cm程度

となると考えられる。 

利用されるアンテナ口径は 16mm程度と想定され、その場合の遠方界との境界

は 10.24cmとなる。従って、①の式が適用可能となる。 

アンテナからの距離が 30cmの点における電力密度 Sは 

S=10/(40π×0.32)=0.884[mW/cm2] 

となる。よって、指針値を満足する。 

 

(3) 携帯電話端末、スマートフォン(無線 LAN) 

 

参考図４.３ 携帯電話端末・スマートフォンでの利用イメージ 

 

利用形態を勘案すると、端末と人体との離隔距離は～30cm程度と考えられる。 

利用されるアンテナ口径は 12mm程度と想定され、その場合遠方界との境界は

5.76cmとなる。従って、利用状況によっては、人体に近傍界の電力が照射され

る可能性がある。そこで、②の式を適用する。 
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開口効率ηについては、 

G=
4πab
λ2

・η 

(G:空中線利得、a及びb：開口寸法) 

により求め、η：0.437と計算できる。その結果、0～7.2mmの範囲においては

77mW/cm2となり、それより遠方(7.2mm～17.3mm)は距離に比例して減衰するとい

う結果となった。 

これは指針値を上回る値であるが、報告書において記載する 11adの通信機能

等を勘案することによって、現状の利用においては現在想定される利用ケース

を前提とすれば、電波の人体へのばく露量を大きく低減させることが可能であ

る指針値を満足することができると考えられる。 

 

 

 


